
⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円
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シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東京⼤学 産学官⺠の緊密な連携をはかりつつ、その学術的成果を広く⼈類社会に還元していくことを⽬指す。

　基 礎 情 報

・産と学が協⼒して共に課題を掘り起こし、解決のために組織と組織が⼿を組んで進める「産
学協創」
・新しい産業の芽となるベンチャーを育成するためのインキュベーション機能を持った施設の拡
充・整備を計画

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

24,360,586 5,309 43,352,323 16,233,201

15％以上20％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

9,329,519 2,133 2,300 1

466 1

7,218,749 1,797 9,961,296 1,953 1

5,724,685 1,373 8,021,492 1,487 1

6,868 名

産学連携法務部産学連携推進課

管波

03-5841-1494

sangaku5.adm@gs.mail.u-tokyo.ac.jp

1,494,064 424 1,939,804

86,113

・⼤学と産業界とが経済社会のビジョンを構築・共有して課題解決に共に取り組む「産学協
創」の推進。
・⼤規模な組織間連携による⽂理の学知からの効果的な価値創造のため、学内外の専⾨
家を柔軟に活⽤する仕組みの構築。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

12,140,991

http://www.ducr.u-tokyo.ac.jp/
http://proposal.ducr.u-tokyo.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 388,555 116 585,875 117 3

36,736,348 1,886 36,902,630 1,846 1

454,022 149 754,561 154 3

37 1

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 89 77 65,467 33 168,686

 実施等件数あたり

研究者あたり 661,761 175.2

特許出願件数 732 0.107

産学連携本部が関与した共同研究 11

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 11

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 4,158 0.605

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

3,777

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 149

4 H01 基本的電気素⼦ 120

1 G01 測定、試験 163

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 152

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 53

8 H04 電気通信技術 41

5 G06 計算、計数 82

6 C07 有機化学 60

9 H02 電⼒の発電、変換、配電 33

10 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 32

外部資⾦

34 42 36
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 372 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 95 72

82

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 78

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 2,175,058

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

4 5 0 0

8 2 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

9 H04 電気通信技術 27

10 G02 光学 23

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 44

8 B23 ⼯作機械等 29

5 H01 基本的電気素⼦ 52

6 G06 計算、計数 50

3 G01 測定、試験 115

4 C07 有機化学 72

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 179

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 146

特許保有件数 2,800 0.569

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

1,035  実施等件数あたり

研究者あたり 458,046 442.6

特許出願件数 788 0.160

産学連携本部が関与した共同研究 23

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

50 10

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 70 70 122,749 44 101,450

実務者当たり研究者数 296,627 120 306,249 114 7

16,122,623 1,053 14,914,439 1,032 3

419,376 164 407,699 164 6

https://www.ccb.osaka-u.ac.jp/
https://resou.osaka-u.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

4,922 名

共創機構産学官連携オフィス

⼭賀　博

06-6879-4875

ccb-info@ml.office.osaka-u.ac.jp

638,104 234 1,486,292

49,438

・複数研究者と複数企業の参画が可能な産学・産産連携型の共同研究プロジェクトの企画
提案（未来社会共創コンソーシアム）
・共同研究の⼤型化及び国際産学連携の推進
・知的財産戦略の強化（技術移転の促進）
・⼤学発ベンチャーからのユニコーン創出

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

9,888,257 1,500 2

313 2

7,476,569 1,243 9,214,452 1,411 2

6,838,465 1,009 7,728,160 1,098 2

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

7,920,827 1,329

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

・共同研究講座（部⾨）・協働研究所の設置による⼤型共同研究の実施（2019年度
末時点で共同研究講座（部⾨）82件、協働研究所19件を設置）
・⼤阪⼤学⽅式の⼈材育成を含む、基礎研究段階からの包括的産学共創（2019年度末
時点で4件）

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

11,681,392 3,028 14,497,799 16,394,132

　基 礎 情 報

国
⽴ ⼤阪⼤学

⼤阪⼤学は、社会との共創（Co-Creation）により、新たな社会的価値の創出につながるオープンイノベーションを推進す
る。研究成果の社会実装を経て明らかになる新たな課題を捉えて研究現場に戻し、より⾰新的な研究成果を改めて社会
実装していく「研究開発エコシステム」の構築を⽬指す。

外部資⾦

41
57

31

11 10
14

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
受
託
研
究
件
数

⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制

件数

100

10

1

248 299
487

136
87

127

18

9

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
共
同
研
究
件
数

⾦ 額

件数

100

10

1

特
許
権
収
⼊

百万円

特許保有件数 件

組織的産学連携活動

0

20

40

60

80

100

120

0 200 400 600 800 1000 1200

⼤阪⼤学
(2,800 / 458,046)



ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

派遣

BioJapan 10⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

⼤阪⼤学オープンイノベーション機構シンポジウム 1⽉
10 15 3 0

69 14 6 3受⼊

8⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 1,926,000

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

312

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 64

有 無 有 無 部屋数

⼤学発ベンチャー数 146 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 92 54

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 京都⼤学

京都⼤学は、「研究の⾃由と⾃主を基礎に、⾼い倫理性を備えた研究活動により、世界的に卓越した知の創造を⾏う」とともに、「世界に開かれた⼤学として、地域との連携・国
際交流を深め、⾃由と調和に基づく知を社会に伝え、地球社会の調和ある共存に貢献する」ことを基本理念として掲げ、知の創出と知的資産の社会還元を⼤学の⼤きな役割と
位置づけている。他⽅、国⽴⼤学の第三の責務として「研究の成果を普及し、及びその活⽤を促進する」あらたな社会貢献が求められている。京都⼤学は、基本理念を継承・発
展させるとともに、⼤学の社会貢献の⼀環として産官学連携活動を推進し、⼤学で創出された研究成果を知的財産としても普及・活⽤を促進する。この産官学連携活動を通じ
て、我が国及び地球社会に貢献するとともに、本学における教育・研究活動の⼀層の発展と国際的な⼈材育成に資することをミッションとしている。

　基 礎 情 報

平成27年度の株式会社TLO京都の実質⼦会社化（株式の約68％取得）および共願ライセンス業務の
移管に続き、平成29年度は、知財管理業務について、株式会社TLO京都内に設置された「京⼤事業部
⾨」へ移管するなど、本学の知財活⽤の最⼤化と教員・研究員の研究活性化に資することを⽬的として、⼤
学が知財マネジメントの総括機能と知財戦略の企画・⽴案機能を担い、学外の専⾨家集団が知財関連実
務機能を担うよう、体制整備を⾏っている。
令和元年度の特許出願件数は、国内304件・国外390件、知的財産のライセンス件数は、特許によるも
のが449件・642百万円、著作物によるものが17件・3百万円、マテリアルによるものが70件・39百万円、
計536件684百万円となった。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

14,253,222 3,744 25,585,517 10,246,082

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

5,857,873 1,227 1,415 3

271 4

4,784,233 1,098 5,543,439 1,256 3

4,130,670 869 4,656,169 985 3

5,337 名

研究推進部産官学連携課

森津　和⼦

075-753-5202

sanrenka-shien@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp

653,563 229 887,270

56,837

京都⼤学は平成29年6⽉30⽇に指定国⽴⼤学法⼈に指定された。本学の指定国⽴⼤学法⼈構想の柱の⼀つと
して、産官学連携の新しい「京⼤モデル」の構築を掲げており、この中で、改正国⽴⼤学法⼈法により指定国⽴⼤学
法⼈のみに出資が可能となっている研修・講習事業やコンサルティング事業を実施する事業⼦会社「京⼤オリジナル
株式会社」を平成30年6⽉1⽇に設⽴し、研究成果・知的財産を活⽤した取組を展開することとした。今後は、本
構想に基づき、既に本学の事業⼦会社である株式会社TLO京都及び京都⼤学イノベーションキャピタル株式会社と
産官学連携本部が有機的に連携し、産官学連携活動の新たな取組みを進めていく予定である。また、産学連携の
推進を促すため、⼤型産学連携プロジェクトの企画・提案と当該プロジェクトの集中マネジメントを⾏うための京都⼤
学オープンイノベーション機構を令和元年7⽉1⽇に設置し、本学の創造的な研究・教育活動の推進と、産業界の協
働によるイノベーションの創発を⽬指す。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

6,678,149

https://www.saci.kyoto-u.ac.jp/
https://kyouindb.iimc.kyoto-u.ac.jp/view/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 305,559 63 653,091 65 1

23,695,519 1,064 23,451,728 1,067 2

385,960 98 800,986 98 1

33 4

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 74 72 80,401 35 147,895

 実施等件数あたり

研究者あたり 676,397 352.5

特許出願件数 524 0.098

産学連携本部が関与した共同研究 8

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 7

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 2,800 0.525

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

1,919

3 G01 測定、試験 93

4 H01 基本的電気素⼦ 88

1 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 163

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 109

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 44

8 H04 電気通信技術 34

5 C07 有機化学 74

6 G06 計算、計数 49

9 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 28

10 C01 無機化学 25

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 205 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 47 114

55

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 29

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 1,921,439

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

例年５⽉頃

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
新技術説明会

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

7 10 0 1

13 5 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東北⼤学

社会とともにある⼤学として、異なる価値観を尊重し、社会を構成する多様なセクターとのパートナーシップのもと、ポストコロ
ナの新常態を前提としたNew Normalを先導する新たな⼤学の姿、新たな社会価値を想像し、未来を拓く変⾰を先導し
ていく。

　基 礎 情 報

「材料科学」および「スピントロニクス」の世界トップレベル研究拠点が整備され、着実な研究成
果や産学連携成果を挙げている。⽣命科学分野においては「未来型医療」や⽂理融合型の
「災害科学」の重点的な強化により特⾊のある成果を挙げている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

10,127,506 2,763 7,321,277 6,520,501

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

20％以上25％未満 有 無 有 無

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※

「組織」対「組織」の⼤型の産学共創の加速、⼤学をプラットフォームとした複数企業が参画す
るイノベーションエコシステム形成型の連携（B-U-B連携モデル）、ポストコロナ社会を⾒据え
たＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の積極的推進を図り、オープンイノベーションを戦略
的に展開していく。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

4,820,865 1,348 5,072,003 1,443 4

4,114,448 1,201 4,538,033 1,279 4

3,034,839 887

丹下　和也

022-795-5283

sanren@grp.tohoku.ac.jp

1,079,609 314 1,257,738

3,280,295 945 4

3,830 名

研究推進部産学連携課

334 3

47,265

実務者当たり研究者数 123,999 40 101,112 32 26

http://www.rpip.tohoku.ac.jp/
http://www.rpip.tohoku.ac.jp/seeds/lang:jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

14,023,573 789 12,403,283 735 4

135,246 50 106,078 45 33

10 4,966

 実施等件数あたり

研究者あたり 131,355 415.7

316

13

弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

51

産学連携本部が関与した共同研究 110

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 6

⼤学 発明者 未設定

75 11,247

専⾨家の配置 弁護⼠

実務担当者数

特許保有件数 3,213 0.839

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

特許出願件数 543 0.142

8 G02 光学 34

1 H01 基本的電気素⼦ 166

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 147

3 G01 測定、試験 108

4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 60

5 G06 計算、計数 47

6 C07 有機化学 39

7 C22 冶⾦、鉄・⾮鉄合⾦等 35

9 H04 電気通信技術 31

10 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 27

外部資⾦

12 10 10 8
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 76 50 ⼤学発ベンチャー数 142

有 無 有 無 部屋数 149

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 6

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 1,079,973

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2021〜⼤学⾒本市Online 8⽉〜9⽉

JST新技術説明会 7⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

受⼊ 18 21 22 0

派遣 9 12 1 0

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

9 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 22

10 G06 計算、計数 22

7 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 24

8 C08 有機⾼分⼦化合物等 24

5 C07 有機化学 47

6 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 27

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 69

4 H01 基本的電気素⼦ 52

1 G01 測定、試験 88

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 71

特許保有件数 1,323 0.468

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

664  実施等件数あたり

研究者あたり 100,652 151.6

特許出願件数 354 0.125

産学連携本部が関与した共同研究 10

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 7

⼤学 発明者 未設定

18 13

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 45 63 62,039 26 59,428

実務者当たり研究者数 327,618 52 413,614 68 5

10,598,716 637 9,559,757 654 6

389,657 78 473,042 86 5

http://www.aip.nagoya-u.ac.jp/
http://www.aip.nagoya-u.ac.jp/industry/unite/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

2,825 名

研究協⼒部社会連携課

⼤⻄功

052-789-5545

k-sangakukan@aip.nagoya-u.ac.jp

516,437 127 806,326

32,359

組織対組織による⺠間企業との連携を推進するための指定共同研究制度の充実。アントレ
プレナー教育や産学連携教育などの推進による社会的価値の創出に貢献できる実践的な⼈
材の育成。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

4,348,551 804 5

146 5

2,875,910 666 3,821,009 705 5

2,359,473 539 3,014,683 559 5

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

3,517,510 753

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

2020.4.1から東海国⽴⼤学機構が発⾜し、岐⾩⼤学が活動に参画。両⼤学のリソースを
共有し、企業側からのニーズに対して提案する提案型共同研究獲得体制を強化。具体例に
ついて以下取組事例に記載。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

8,906,021 2,205 15,769,129 7,873,816

　基 礎 情 報

国
⽴ 名古屋⼤学 総⻑の任期内に達成すべき⽬標をNU MIRAI2020と定め、５つの柱の⼀つとして産学連携に取り組む。世界有数の産

業集積地にある基幹⼤学として、産学官連携を含む多様な連携によるイノベーションへの貢献と社会的価値を創出する。
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

派遣

新技術説明会 １０⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

中部地区医療・バイオ系シーズ発表会 １２⽉
10 8 4 1

10 0 13 1受⼊

８⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 192,500

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

16

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 15

有 無 有 無 部屋数

⼤学発ベンチャー数 103 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 44 64

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東京⼯業⼤学 ・知の社会実装等の社会連携活動は、教育、研究とともに本学の重要なミッションと位置づけ、学⻑・研究担当理事のもと

積極的に産学官連携活動に取組んでいる。

　基 礎 情 報

・得意分野は、化学・材料分野、電気電⼦分野、機械分野、情報分野、⽣命科学分野、
社会基盤分野等、理⼯系全般。
・具体例としては、IGZO薄膜トランジスタ技術、パワー半導体技術、LiB固体電解質技術な
ど。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

4,734,153 1,038 10,732,833 4,696,732

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

2,737,402 738 794 7

91 10

2,540,448 679 2,972,733 720 7

2,276,839 601 2,612,670 629 6

1,379 名

研究推進部産学連携課産学連携企画グループ

池内　悠哉

03-5734-3817

san.kik@jim.titech.ac.jp

263,609 78 360,063

22,734

・共同研究講座・協働研究拠点等の⼤型連携の創出
・コンソーシアム等複数企業との連携による共同研究の推進
・研究成果に基づいた起業の促進、創業後の社会定着の促進

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

3,255,400

https://www.ori.titech.ac.jp/

https://search.star.titech.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 244,687 88 180,412 82 14

8,005,325 479 7,843,272 466 8

277,447 109 224,790 101 14

19 21

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 58 24 32,760 21 44,378

 実施等件数あたり

研究者あたり 77,861 103.7

特許出願件数 317 0.230

産学連携本部が関与した共同研究 69

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 5

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 1,865 1.352

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

751

3 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 49

4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 46

1 H01 基本的電気素⼦ 77

2 G01 測定、試験 61

7 G06 計算、計数 35

8 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 31

5 C07 有機化学 45

6 C01 無機化学 37

9 C08 有機⾼分⼦化合物等 30

10 G02 光学 27

外部資⾦

8
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5
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 76 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 43 32

26

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 7

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 595,909

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
東京⼯業⼤学 国際オープンイノベーションシンポジウム

東京⼯業⼤学　新技術説明会 11⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

Tokyo Tech Venture Festival 3⽉
4 6 1 0

5 2 1 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 九州⼤学
　基 礎 情 報

組織対応型連携では“連携協議会”を中⼼に、従来の⼤学の研究室と企業の担当者との間
の“点と点を結ぶ関係”での研究マネジメントではなく、⼤学と企業との間の“⾯と⾯を結ぶ関
係”を通じた連携マネジメントを提供する。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

7,193,046 2,144 13,306,547 4,385,482

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

2,562,475 838 846 8

166 9

2,076,935 739 2,135,943 752 8

1,654,093 583 1,690,214 586 8

3,338 名

研究・産学官連携推進部産学官連携推進課

岡　⻯太郎

092-802-5063

snsrenkei@jimu.kyushu-u.ac.jp

422,842 156 445,729

41,950

社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する⽬標として、産学官⺠連
携機能をさらに強化するとともに、世界最先端の教育・研究に基づくイノベーションを創出す
る。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

2,678,048

https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/index.php
https://seeds.kyushu-u.ac.jp/ja/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 189,060 74 212,168 65 11

10,142,184 889 9,690,241 935 5

404,178 114 372,162 97 8

32 2

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 66 51 215,118 40 159,994

 実施等件数あたり

研究者あたり 76,781 144.9

特許出願件数 313 0.094

産学連携本部が関与した共同研究 12

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 12

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 1,433 0.429

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

530

3 G01 測定、試験 82

4 C07 有機化学 60

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 105

2 H01 基本的電気素⼦ 85

7 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 21

8 C08 有機⾼分⼦化合物等 18

5 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 45

6 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 26

9 C01 無機化学 16

10 G06 計算、計数 15

外部資⾦
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9 11 11
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 146 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 17 196

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

5 4 0 1

8 3 2 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備

概要 体制図等

組織的産学官連携活動の取組事例

　先端融合医療創成センターに共同研究部門を設置しがん免疫研究を推進

　九州大学は、国立大学の法人化を機に民間機関等と組織的な連携を図ることができ
る「組織対応型連携」制度（以下、組織連携）を立ち上げ、15年以上にわたり同制度を推
進・展開してきた。組織連携による産学官連携は、「産の研究開発業務の強化」と「学の
学術研究・教育活動の活性化」を目的として、教員個々のレベルではなく大学全体とし
て組織的に連携事業を運営する仕組みとして定着している。
この組織連携の仕組みを基に、企業が大学に実用化研究の産学協働研究拠点を設置
して共同研究をより効果的に推進する共同研究部門制度（平成23年～）を整備してい
る。

九州大学と株式会社新日本科学は、2019年4月1日より本学先端融合医療創成センター
(現 先端医療オープンイノベーションセンター)内にがん免疫共同研究部門を設置し、
がん免疫に関する橋渡し研究の推進に関する共同研究事業を開始した。
2人に1人はがんに罹患すると言われている昨今、その治療には手術、放射線療法、薬
物療法の三大治療に加え、第四の治療法と言われる免疫療法が注目されている。本共
同研究部門では、九州大学の研究資源とネットワーク、新日本科学の有する前臨床試
験のノウハウとを融合させ、がん免疫分野における新薬開発の実現に向けた基礎的研
究を行っている。九州大学と新日本科学は、本共同研究部門を産学連携および学術的
研究活動の拠点と位置付け、がん免疫研究の発展と新薬開発の早期実現に貢献して
いく。

先端融合医療創成センター(現 先端医療オープンイノベーションセンター)ARO橋渡研究推進部門
及び病院ARO次世代医療センターは、AMED革新的医療技術創出拠点の1つであり、日本最大規模
の橋渡し研究ネットワークである西日本アカデミアTRネットワーク、WAT-NeWを構築し、ネットワー
ク対応型の開発を推進してきた。がん免疫共同研究部門では、ARO橋渡研究推進部門及びWAT-
NeWと連携し、がん免疫分野の新薬開発に取り組むとともに、当該分野における非臨床POCデータ
に関して調査研究を行っている。更にがん免疫分野の研究開発を推進し、人材育成にも貢献してい
く。

がん免疫共同研究部⾨

がん免疫に関する橋渡し研究

九州⼤学 新⽇本科学組織対応型連携

先端融合医療創成センター

研究資源
ネットワーク

前臨床試験ノウハウ



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 筑波⼤学 ⼤学経営に資する産学官連携の強化

　基 礎 情 報

（１）系（学部）の垣根がない学際性を活かした産学官融合拠点（１１の開発研究セ
ンター）
（２）活発な起業マインドに裏付けられた年間約70億円（2019年度）の⼤学発ベン
チャー資⾦調達

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

4,446,900 1,464 4,417,751 2,508,765

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

2,076,847 530 516 9

140 8

1,716,137 449 1,707,730 426 9

1,238,668 306 1,218,441 286 10

2,463 名

産学連携部産学連携企画課

⻄⽥ 幸男

029-859-1629

kj.srenkeika@un.tsukuba.ac.jp

477,469 143 489,289

41,348

（１）知の拠点形成とベンチャー本格化
（２）オープンイノベーションに向けた規制の緩和
（３）国際的ならびに国内地域とのイノベーションネットワーク構築

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

2,069,582

https://www.sanrenhonbu.tsukuba.ac.jp/
https://trios.tsukuba.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 52,700 37 93,598 34 28

4,734,611 434 4,275,567 415 11

92,707 58 123,196 46 29

12 26

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 56 44 40,007 21 29,598

 実施等件数あたり

研究者あたり 26,216 157.0

特許出願件数 157 0.064

産学連携本部が関与した共同研究 10

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 831 0.337

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

167

3 G01 測定、試験 22

4 G06 計算、計数 21

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 73

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 36

7 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 8

8 G02 光学 8

5 H01 基本的電気素⼦ 21

6 C07 有機化学 9

9 C08 有機⾼分⼦化合物等 7

10 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 6

外部資⾦

8
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 126 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 33 75

35

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 35

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
筑波⼤学ナイト

筑波⼤学発ベンチャーシンポジウム 12⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

筑波⼤学産学連携シンポジウム 3⽉
4 6 2 1

10 13 1 4受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 北海道⼤学 北海道⼤学は、実学重視の理念の普遍的かつ今⽇的意義を追求し、普遍的真理や、北海道の特性を⽣かした学問の

創造を推進するとともに、産学官の連携協働の拡⼤を通じて、研究成果を世界に還元する。

　基 礎 情 報

〇札幌農学校を起源とした⼀次産業分野の蓄積知⾒ 
〇総合⼤学として、農学、⽔産から⼯学・情報・医学までの理系・⽂系を問わない幅広い研
究者の集積 
〇広⼤な実証フィールドを⼤学として所有

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

6,613,890 1,929 9,646,833 3,256,434

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

2,156,252 738 777 10

149 18

1,914,997 644 1,694,980 674 10

1,608,120 487 1,484,669 525 9

2,776 名

研究推進部産学連携課共同研究推進担当

但⽥　亜澄

010-706-9197

kyodo@research.hokudai.ac.jp

306,877 157 210,311

40,650

〇オープンイノベーションによる産学官の研究開発プラットフォームの創設
〇Society5.0社会に向けて広範囲な研究成果の社会実装を⽬指す

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

1,940,891

https://www.mcip.hokudai.ac.jp/
https://seeds.mcip.hokudai.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 77,305 60 120,864 59 20

6,330,517 600 6,793,541 603 9

85,240 71 146,690 78 24

19 29

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 44 63 7,935 11 25,826

 実施等件数あたり

研究者あたり 105,788 103.4

特許出願件数 264 0.095

産学連携本部が関与した共同研究 1

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 1,166 0.420

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

1,023

3 G01 測定、試験 43

4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 34

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 80

2 C07 有機化学 45

7 G02 光学 21

8 H01 基本的電気素⼦ 18

5 C08 有機⾼分⼦化合物等 24

6 G06 計算、計数 22

9 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 16

10 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 15

外部資⾦

18
24 23

9
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 24 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 32 87

31

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 8

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

９〜11⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2020-⼤学⾒本市

新技術説明会 11⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

4 5 0 0

0 2 2 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 広島⼤学

【産学官連携のビジョン】広島⼤学は、教育、研究とともに社会貢献を重要な使命として位置づけ、社会や産業界との協
働を通して地域社会ならびに国際社会の平和と発展に貢献します。また、産学官連携活動を通して、広島⼤学の教育・
研究⼒の強化、及び国際的な視点と起業精神に富む⼈材の育成を推進し、広島⼤学のプレゼンスを⾼めます。

　基 礎 情 報

⽂部科学省「研究⼤学強化促進事業」の中で、世界トップレベルの研究活動を展開できる
「インキュベーション研究拠点」を選定し、⾃⽴型研究拠点への発展に向けた重点⽀援を⾏っ
ている。
【⾃⽴型研究拠点】キラル国際研究拠点、極限宇宙研究拠点、広島⼤学健康⻑寿研究
拠点、等

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

2,811,389 1,278 3,011,488 3,576,731

15％以上20％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

1,030,638 457 469 12

101 21

937,222 424 1,166,605 424 12

782,704 328 1,001,599 323 12

2,207 名

学術・社会連携室　学術・社会連携部　企画グループ

柳井　由以

082-424-4497

sangaku-renkei@office.hiroshima-u.ac.jp

154,518 96 165,006

25,555

【産学官連携のビジョンを達成するための⾏動指針】
・広島リサーチコンプレックスの展開と地⽅創⽣への貢献
・オープンイノベーションの推進と地域創⽣エコシステムの形成
・社会や産業界との組織的・中⻑期的な連携の強化
・国際産学官連携を牽引する⼈材の育成

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

1,296,645

https://www.hiroshima-u.ac.jp/iagcc
https://hutdb.hiroshima-u.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 46,437 52 70,191 67 40

2,683,275 341 2,899,258 383 14

65,824 69 97,162 88 36

21 28

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 20 110 19,387 17 26,971

 実施等件数あたり

研究者あたり 27,659 84.8

特許出願件数 158 0.072

産学連携本部が関与した共同研究 11

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 11

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 948 0.430

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

326

3 H01 基本的電気素⼦ 27

4 G01 測定、試験 23

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 64

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 31

7 C07 有機化学 13

8 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 12

5 C01 無機化学 18

6 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 14

9 C10 ⽯油、ガスまたはコークス⼯業、⼀酸化炭素を含有する⼯
業ガス、燃料、潤滑剤、でい炭 11

10 C08 有機⾼分⼦化合物等 9

外部資⾦

33 35
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 56 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 41 54

13

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 11

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーションジャパン2020（中⽌）

Bio Japan 2020 10⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

国際ナノテクノロジー総合展・技術会議 12⽉
5 3 0 1

7 3 2 1受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 神⼾⼤学 研究シーズを先端研究・⽂理融合研究により価値最⼤化させて社会実装を推進し、その収益を教育・研究に還元する。そ

のために、共同研究・受託研究⽀援、産学連携型競争的資⾦事業申請および発明特許出願・保護管理を進める。

　基 礎 情 報

・先端バイオプロダクション研究（切らないゲノム編集技術、⻑鎖DNA合成技術等）
・先端膜⼯学研究（正浸透膜、ファウリング抑制等）
・医療機器/医療⽤ロボット研究（神⼾市医療産業都市に開発拠点設置等）

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

3,454,608 1,333 2,355,913 3,752,432

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

1,073,412 736 760 13

238 7

828,573 518 1,000,096 524 13

673,905 413 460,894 286 25

2,069 名

研究推進部連携推進課連携推進グループ

須賀　真理⼦

078-803-5423

ksui-sangaku@office.kobe-u.ac.jp

154,668 105 539,202

21,636

⼤型の戦略的共同研究の拡⼤を⽬指し、オープンイノベーション機構を令和元年10⽉設
置。令和2年3⽉設⽴の株式会社神⼾⼤学イノベーションと連携し、⾼度専⾨⼈材の確保、
⻑期安定雇⽤によるノウハウの蓄積を図る。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

1,282,122

http://www.innov.kobe-u.ac.jp/
http://kuid.ofc.kobe-u.ac.jp/InfoSearch/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 119,443 73 105,057 45 25

3,650,075 448 3,180,863 419 12

166,573 105 170,254 98 19

53 12

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 19 109 47,130 32 65,197

 実施等件数あたり

研究者あたり 71,136 310.6

特許出願件数 95 0.046

産学連携本部が関与した共同研究 3

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 3

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 506 0.245

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

229

3 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 29

4 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 20

1 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 44

2 G01 測定、試験 39

7 C02 ⽔、廃⽔、下⽔・汚泥の処理 9

8 G06 計算、計数 9

5 C08 有機⾼分⼦化合物等 16

6 G05 制御、調整 10

9 C07 有機化学 8

10 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 7

外部資⾦

50
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 36 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 22 94

27

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 2

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2021

国際フロンティア産業メッセ2021 9⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

神⼾⼤学新技術説明会 10⽉
1 3 0 0

4 4 10 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⼭形⼤学

地域創⽣・次世代形成・多⽂化共⽣を使命とし、地域変⾰のエンジンとしてキラリと光る存在感のある⼤学を⽬指してい
る。第三期中期計画において平成30年度までに研究成果を活かしたベンチャー企業の⽴ち上げ3件を明⽂化し、⼤学全
体として⽀援していく⽅針である。

　基 礎 情 報

・有機材料分野での事業化推進の⽀援
・ゲノムコホート研究に基づく治療法の開拓等を⽀援
・ナノメタルスクールを先⾏事例とした知財の社会還元推進
・「ソフトマテリアル創製研究拠点」、「「⾷」の学際的研究拠点」等の新たな世界的研究拠点
の形成

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

783,717 388 1,923,484 1,536,213

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

819,154 320 364 15

89 11

770,387 301 923,093 348 15

652,142 240 662,538 259 14

1,220 名

研究部社会連携課

五味　康信

023-628-4844

k-sangaku@jm.kj.yamagata-u.ac.jp

118,245 61 260,555

11,717

「オープンイノベーション推進本部」及び「⼭形⼤学産学官連携推進本部」を中⼼に、⾮競争
領域から競争領域までニーズファースト型の研究を推進し、国際拠点・中核プラットフォーム構
築、事業化⼈材招聘によるグローバル展開を図る。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

947,090

https://www.yamagata-u.ac.jp/jp/area/cooperation/
http://yudb.kj.yamagata-u.ac.jp/search?m=home&l=ja

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 206,057 113 153,168 114 16

1,527,962 323 1,365,570 352 26

228,000 160 191,912 186 16

72 24

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 29 42 21,943 47 38,744

 実施等件数あたり

研究者あたり 3,383 47.6

特許出願件数 68 0.056

産学連携本部が関与した共同研究 2

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 2

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 265 0.217

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

71

3 G01 測定、試験 23

4 H01 基本的電気素⼦ 22

1 C08 有機⾼分⼦化合物等 26

2 C07 有機化学 23

7 H05 他に分類されない電気技術 7

8 C01 無機化学 5

5 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 13

6 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 9

9 B41 印刷、線画機、タイプライター、スタンプ 4

10 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 4

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 10 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 5 244

5

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

2 2 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 名古屋⼯業⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

599,715 215 1,880,323 877,780

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

756,956 354 363 16

110 30

670,264 333 739,840 332 17

520,899 233 630,060 222 15

409 名

研究⽀援課

⾼城望

052-735-5539

sanren@adm.nitech.ac.jp

149,365 100 109,780

4,963

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

894,682

https://sanren.web.nitech.ac.jp/
https://seeds.web.nitech.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 28,974 13 30,991 11

1,079,481 124 1,303,096 112 28

42,124 19 48,576 18

7 43

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 24 17 13,150 6 17,585

 実施等件数あたり

研究者あたり 11,039 190.3

特許出願件数 99 0.242

産学連携本部が関与した共同研究 7

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 631 1.543

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

58

3 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 22

4 C01 無機化学 17

1 H01 基本的電気素⼦ 33

2 G01 測定、試験 24

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 8

8 E04 建築物 7

5 H02 電⼒の発電、変換、配電 15

6 C07 有機化学 13

9 F16 機械要素・単位、機械・装置の効果的機能を⽣じ維持するための⼀
般的⼿段 7

10 G06 計算、計数 6

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 34 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 11 37

13

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 0

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2021年11⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
名⼯⼤テクノフェア2021

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

2 0 5 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 信州⼤学

信州⼤学は研究と産学官連携の⾼度両⽴を進めており、その知的資産と活動を通じて産業の育成と活性化等に奉仕する
ことを理念として掲げ、理系⽂系を問わず多種多様な産学官連携活動を、若⼿研究者からトップクラス研究者まで展開す
ることを図る。

　基 礎 情 報

ファイバーやナノカーボンを始めとする材料研究シーズは、学術論⽂ベースで国内トップクラスの
質を維持しており、特許や共同研究数も多い。さらに近年は、医学系の細胞療法技術、農
学系のスマート林業技術等でも注⽬されており、多様な産学官連携を⽀えるシーズが各研究
分野で創出されている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,150,191 614 2,336,318 1,171,201

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

801,978 477 488 17

162 16

602,075 429 658,448 441 23

404,539 277 441,749 279 27

1,091 名

研究推進部　産学官地域連携課

⼭崎　浩史

0263-37-3048

ken-sui@shinshu-u.ac.jp

197,536 152 216,699

13,926

◇基礎研究と社会実装を好循環させうる⼈材の育成や体制の整備。
◇⼤学と企業の橋渡し環境整備。
◇研究と産学官連携の⾼度両⽴のためのリソースコントロールシステムの構築。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

894,038

https://www.shinshu-u.ac.jp/cooperation/
http://www.shinshu-u.ac.jp/soar/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 38,596 19 20,966 13

2,245,879 218 2,193,728 231 16

40,687 27 25,524 25

12

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 76 14 2,091 8 4,558

 実施等件数あたり

研究者あたり 25,991 66.8

特許出願件数 191 0.175

産学連携本部が関与した共同研究 4

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 4

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 854 0.783

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

389

3 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 33

4 G01 測定、試験 29

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 41

2 C08 有機⾼分⼦化合物等 35

7 D01 天然・⼈造の⽷・繊維、紡績 21

8 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 12

5 H01 基本的電気素⼦ 22

6 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 21

9 C01 無機化学 12

10 C30 結晶成⻑ 12

外部資⾦

6

11
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 11 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 28 39

165

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 17

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2020年9⽉〜11⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2020－⼤学⾒本市

virtual.COMPAMED 2020 2020年11⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

nanotech 2021 2020年12⽉
3 0 0 0

3 2 5 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 九州⼯業⼤学 本学では、中期⽬標において、地域及び我が国の産業の国際競争⼒を強化する新技術と新産業分野（イノベーション）

の創出に寄与すること、また、産学官の連携強化により、地域課題の解決や地域産業の振興に貢献することを掲げている。

　基 礎 情 報

特に以下の各分野を重点研究推進領域として指定し⽀援。
「航空宇宙（⼩型衛星）」、「パワーエレクトロニクス」、「環境エネルギー」、「AIハードウェア」、
「IoTセンサ/デバイス」、「ロボティクス」、「データサイエンス」、「⾼信頼知的集積システム」

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

516,342 205 321,736 854,402

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

701,855 268 266 19

98 23

579,143 235 722,223 240 19

391,517 138 562,415 142 19

397 名

研究協⼒課

吉郷　剛

093-884-3017

ken-sangaku@jimu.kyutech.ac.jp

187,626 97 159,808

5,369

本学では、組織的産学連携の受け⽫として、2016年度に「共同研究講座」制度を整備し
た。本制度では、産学官連携本部が⼀体となってサポートしており、設置実績を積み上げ、組
織対応による⼤型の産学連携を進めていきたい。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

848,163

http://www.ccr.kyutech.ac.jp/
https://hyokadb02.jimu.kyutech.ac.jp/search?m=home&l=ja

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 49,197 51 52,113 57 49

487,517 130 454,268 143

66,938 67 67,229 75

18

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 25 16 17,741 16 15,116

 実施等件数あたり

研究者あたり 25,023 121.5

特許出願件数 82 0.207

産学連携本部が関与した共同研究 9

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 9

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 624 1.572

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

206

3 H01 基本的電気素⼦ 15

4 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 11

1 G01 測定、試験 24

2 G06 計算、計数 15

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 5

8 H02 電⼒の発電、変換、配電 5

5 C07 有機化学 7

6 H04 電気通信技術 6

9 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 4

10 G05 制御、調整 4

外部資⾦

10
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 45 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 17 23

12

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 2

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

6⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
⻄⽇本製造技術イノベーション

イノベーション・ジャパン〜⼤学⾒本市 Online 9⽉頃
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

新技術説明会 12⽉
0 2 0 0

0 0 1 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東京医科⻭科⼤学

本学は、産学連携活動の推進を、⼤学の成⻑戦略の重要な柱と位置づけ、⽀援体制の充実・強化やバリエーション豊富な産学官連携スキームの構築を⽬指
し、体制強化に取り組んでいる。2018年には「TMDUオープンイノベーション機構」を設置し、本学の臨床・研究・教育のアセットを最⼤限に活⽤した産学官連携
メニューの提案と、成果創出に向けた主体的で透明性のあるプロジェクトマネジメントの提供により、企業との共創による社会課題の解決に向けた「⾰新的医療イノ
ベーション」の創出を⽬指している。

　基 礎 情 報

本学は、国⽴⼤学唯⼀の医療系総合⼤学として、「世代を超えて地球・⼈類の『トータル・ヘルスケア』を 実現する」を⽬指
して、産学官連携活動を推進し、⾰新的医療イノベーション創出に取り組んでいる。 本学は、医療分野の先端研究をはじ
め、医学部・⻭学部の⼆つの附属病院における臨床研究も活発 に⾏なっていることから、研究⼒、臨床的知⾒、医学教育
⼒等、本学が有するリソースを総動員して、社会に求められる医療の実現および⼈々の健康増進への貢献に資する産学官
連携、社会との連携を指向している。 東京駅から約５分であり、医療系⼤学や医療機関が近隣に多数集積するお茶の⽔
という⽴地を活かし、ヒト・モノ・知⾒を共有する医療イノベーションのハブとして、⾰新的医薬品、医療機器はじめヘルスケア
領域の新たなビジネスモデルの構築、推進を⽬指している。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,723,950 737 4,070,308 2,664,593

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

625,318 187 208 20

54 25

574,212 167 776,157 180 16

426,103 118 615,397 122 16

3,741 名

統合研究機構事務部

⽵村　美紗⼦

03-5803-4823

jimubu-sanren.adm@tmd.ac.jp

148,109 49 150,043

14,934

本学は、産学官連携活動の先にあるイノベーション創出を結実するためには、企業様との信頼関係に基づく 本格的な産学
官連携を実施することが重要と考えている。そこで、本学と企業が共通ビジョンの下でイノ ベーションに取り組む「戦略的共同
研究制度」や、組織対組織の連携を実現するため「オープンイノベーション共創制度」により、企業と⻑期的視点に⽴った連
携を強化している。 また、医薬品や医療機器に限定せず、医療のあり⽅、健康・ヘルスケア関連の新規事業の創出に向け 
て、多様な業種業界との産学官連携を増強することを⽬指している。また新型コロナ患者の受⼊を積極的に⾏っている医療
機関の⼀つとして、With/Afterコロナ時代における社会変化に伴うニーズを捉えた産学官連携プロジェクトの創出に注⼒し
たい。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

846,668

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 107,604 60 65,742 69 42

2,743,633 354 3,090,631 377 13

143,411 90 116,076 106 30

30 18

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 26 144 35,807 30 45,531

 実施等件数あたり

研究者あたり 89,280 482.6

特許出願件数 67 0.018

産学連携本部が関与した共同研究 15

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 8

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 313 0.084

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

185

3 C07 有機化学 10

4 G01 測定、試験 9

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 64

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 30

7 G06 計算、計数 2

8 B22 鋳造、粉末冶⾦ 1

5 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 3

6 C08 有機⾼分⼦化合物等 2

9 B29 プラスチックの加⼯、可塑状態の物質の加⼯⼀般 1

10 F15 流体圧アクチュエータ、⽔⼒学・空気⼒学⼀般 1

外部資⾦

56
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 5 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 32 117

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

6⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
Bio Digital

DSANJ 6th D-Bio Digital & F2F 9⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

BioJapan 10⽉
2 0 0 0

3 0 2 2受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位
中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝
担当者
TEL
Email
産連HP
シーズDB

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位
名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの
※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件
件

職務発明の帰属
特許権実施等件数
特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 千葉⼤学

【次世代を担うイノベーションの創出】
イノベーションの創出に向けた産業連携研究の推進・強化、研究成果の社会実装に向けた知的財産の確保と活⽤、イノ
ベーション創出⼈材の育成と組織改⾰。

　基 礎 情 報

本学の研究の核となる新規性・独創性を備えた多様で発展性のある研究群を、⻑期間に亘
り継続的に創出するシステムとして平成２８年４⽉に「グローバルプロミネント研究基幹」を設
置し、学⻑のガバナンスの下、６つの研究部⾨と１９のリーディング研究育成プログラムを組
織的かつ重点的に⽀援。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

2,528,292 957 2,139,881 1,919,006

30％以上 有 無 有 無
間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

807,485 423 418 21

107 22

688,800 386 675,574 380 21
583,008 297 514,710 273 20

1,733 名

研究推進部産学連携課
⾺⽬　亮太
043-290-2111
bef2111@office.chiba-u.jp

105,792 89 160,864

18,337

学⻑の指揮の下、部局横断型の研究者チームと研究⽀援⼈材、及び複数企業が組織的に
コンソーシアムを構成して取り組むオープンイノベーション型産学官連携、併せてさらなる社会
実装を推進する組織体制の構築。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）
839,163

https://imo.chiba-u.jp/collaboration/ip/seeds/index.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 99,492 48 183,167 57 12

2,196,388 344 2,354,026 359 15
148,797 67 334,770 78 11

21 3
専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他
実務担当者数 41 42 49,305 19 151,603

 実施等件数あたり
研究者あたり 44,653 238.8

特許出願件数 134 0.077

産学連携本部が関与した共同研究 1
内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 749 0.432

出願数上位技術分野（2019年公開）
順位 IPC 分野 件数

187

3 C07 有機化学 28
4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 24

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 66
2 G01 測定、試験 39

7 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 13
8 G02 光学 13

5 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 18
6 G06 計算、計数 16

9 H01 基本的電気素⼦ 13
10 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 12

外部資⾦

32
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13
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ＵＲＡ
名 社

各種規程類の整備状況 件
件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 19 インキュベーション施設
相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数
実務担当者数 12 144

52
産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 40

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無
共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）
受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

11⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期
株式の取扱等規程、ポリシー

アグリビジネス創出フェア2020

千葉⼤学「新技術説明会」 2⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

2 4 0 0
1 3 3 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位
中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝
担当者
TEL
Email
産連HP
シーズDB

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位
名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの
※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件
件

職務発明の帰属
特許権実施等件数
特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東京農⼯⼤学 基礎から応⽤に⾄る⾼い研究⼒により産学官連携を推進し、持続発展可能な社会の構築に向けた新しい技術や価値を

創出することで、社会に貢献する。

　基 礎 情 報

研究担当理事が主導する全学ワーキングにおいて、研究に関する組織的な議論を進めてい
る。農学・⼯学分野および本学の特⾊である農⼯融合分野における研究⼒を解析し、これら
によって⼤型の共同研究等の獲得を⽬指す⽅向で進んでいる。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,076,010 291 1,295,800 860,289

20％以上25％未満 有 無 有 無
間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

664,062 440 383 22

148 12

616,113 403 736,508 350 18
446,493 242 499,199 202 22

544 名

研究⽀援課
⻄⼭　拓詩
042-388-7008
kenkyu2@cc.tuat.ac.jp

169,620 161 237,309

7,146

分野横断的融合に基づく新産業の創出を⽬指す。このため、オープンイノベーションの仕組み
や体制を整え、領域横断的な融合分野を総合、システム化することにより、基礎研究から実
⽤化までシームレスにつなぐ研究活動を進める。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）
807,920

http://www.rd.tuat.ac.jp/
http://kenkyu-web.tuat.ac.jp/scripts/websearch/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 10,758 9 13,476 6

1,491,502 154 1,308,496 151 27
16,258 15 23,380 13

7
専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他
実務担当者数 12 45 5,500 6 9,904

 実施等件数あたり
研究者あたり 17,664 108.4

特許出願件数 140 0.257

産学連携本部が関与した共同研究 0
内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 594 1.092

出願数上位技術分野（2019年公開）
順位 IPC 分野 件数

163

3 G01 測定、試験 22
4 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 15

1 H01 基本的電気素⼦ 25
2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 24

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 11
8 G06 計算、計数 11

5 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 14
6 C07 有機化学 12

9 C30 結晶成⻑ 9
10 B62 鉄道以外の路⾯⾞両 8

外部資⾦
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ＵＲＡ
名 社

各種規程類の整備状況 件
件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 22 インキュベーション施設
相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数
実務担当者数 9 60

73
産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 2

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無
共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）
受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

6~7⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期
株式の取扱等規程、ポリシー

新技術説明会

イノベーションジャパン 8⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

アグリビジネスフェア 11⽉
3 0 0 0
1 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 熊本⼤学

熊本⼤学では、「ミッションの再定義」により「受託研究・共同研究の受⼊、特許取得等の産学連携の経験等の実績を活か
し、我が国並びに地域の産業を⽀える実践的な研究の取り組みを⼀層推進するともに、地域の発展に貢献する」とし、産学官
連携活動を全学的に推進するものと位置づけている。

　基 礎 情 報

・材料系分野（熊⼤マグネシウム合⾦・触媒・有機薄膜）
・薬学系分野（有⽤植物を活⽤した創薬・薬理学を基盤とした創薬標的スクリーニング系）
・医学系分野（再⽣医療品、⽣殖⼯学）

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,711,516 669 1,806,290 2,712,654

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

552,848 297 352 23

114 29

485,870 272 612,449 303 26

321,255 175 485,852 189 23

1,251 名

研究・産学連携部社会連携課

北野　太理

096-342-3984

sangaku-somu@jimu.kumamoto-u.ac.jp

164,615 97 126,597

15,124

・本格的な産学連携プロジェクトのプロデュース・マネジメントする機能を強化
・⼤規模なプロジェクトを提案・コーディネートできるURAの育成
・他分野融合や産業界のニーズを取り⼊れるなど、研究者の産学連携意識・能⼒の向上

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

717,128

https://kico.kumamoto-u.ac.jp/
http://kico.kumamoto-u.ac.jp/seeds/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 2,845 12 13,407 14

2,203,758 237 1,965,312 214 20

67,764 22 58,156 19

5 20

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 15 83 64,919 10 44,749

 実施等件数あたり

研究者あたり 40,099 253.8

特許出願件数 91 0.073

産学連携本部が関与した共同研究 12

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 12

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 450 0.360

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

158

3 G01 測定、試験 13

4 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 12

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 50

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 36

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 9

8 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 8

5 H01 基本的電気素⼦ 11

6 C01 無機化学 10

9 C22 冶⾦、鉄・⾮鉄合⾦等 8

10 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 6

外部資⾦

6 5
3
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 19 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 15 83

12

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 1

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 4,230

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーションジャパン2020（中⽌）

新技術説明会 9⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

BioJAPAN2020 10⽉
2 0 0 0

2 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 弘前⼤学 第三期中期計画として、「持続的な研究開発及びイノベーションを創出・促進する⼈材の育成・確保のため、産⾦学官によ

る戦略別・分野別クラスターを組成するなど、学外とのオープンな連携体制を強化する。」としている。

　基 礎 情 報

⻘森県弘前市で毎年⾏われている「岩⽊健康増進プロジェクト」で収取した膨⼤な医療・健
康ビッグデータから⽣み出される成果の社会実装に向けた「産学官⺠結集型オープンイノベー
ションプラットフォーム」が形成されている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

673,679 389 541,935 1,903,521

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

381,441 140 146 24

58 49

351,459 125 668,647 128 22

300,711 70 607,108 69 17

942 名

研究推進部研究推進課

篠村　知明

0172-39-3911

sangaku@hirosaki-u.ac.jp

50,748 55 61,539

10,763

オープンイノベーションプラットフォームで⽣み出される知的財産権やデータ使⽤料で得た収⼊を
基にした持続的・⾃⽴的なプラットフォーム体制を構築する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

698,966

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 35,514 8 16,601 11

755,561 89 595,308 94

43,874 12 43,692 19

8 27

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 11 86 8,360 4 27,091

 実施等件数あたり

研究者あたり 5,069 90.5

特許出願件数 71 0.075

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 212 0.225

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

56

3 G01 測定、試験 14

4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 6

1 C08 有機⾼分⼦化合物等 28

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 18

7 C01 無機化学 3

8 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 2

5 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 5

6 C25 電気分解・電気泳動⽅法、そのための装置 4

9 A23 ⾷品・⾷料品等 2

10 F03 液体⽤機械・機関、⾵⼒原動機、ばね原動機、重⼒原動
機等 2

外部資⾦

2

6 7
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 5 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 5 188

11

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 1

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⾦沢⼤学 ⾦沢⼤学は、真理の探究に関わる基礎研究から技術に直結する実践研究までの卓越した知の創造に努め、それらにより

新たな学術分野を開拓し、技術移転や産業の創出等を図ることで積極的に社会に還元する。

　基 礎 情 報

①原⼦間⼒顕微鏡（AFM）を駆使したナノ計測分野。②⾃動運転技術（レベル3，4）
に必要な認識技術等に関する研究。③スマート設計や複合材料等の⽣産技術に⽴脚した
機械加⼯分野。④遺伝・ゲノム動態、神経精神医学に⾄るライフサイエンス分野。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

2,137,160 951 1,369,477

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

541,596 312 324 25

73 38

478,953 285 572,343 282 27

377,306 214 482,573 209 24

1,500 名

研究・社会共創推進部産学連携推進課

寺⽥　智幸

076-264-5298

sangaku@adm.kanazawa-u.ac.jp

101,647 71 89,770

15,281

教員個々が個別に対応する共同研究体制を刷新し、産学官連携活動を組織対組織による
研究推進体制に改める。さらに、共同研究など⺠間からの研究開発資⾦導⼊を、拡充するた
め、あらゆる可能性を模索し、企業群等との新しい関係構築に専念する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

680,856

http://ridb.kanazawa-u.ac.jp/seeds/index.php
https://research-promotion.adm.kanazawa-u.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 72,626 33 52,593 36 48

1,756,901 292 2,156,209 299 17

75,187 52 58,880 53

17

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 19 79 2,561 19 6,287

 実施等件数あたり

研究者あたり 22,811 115.2

特許出願件数 82 0.055

産学連携本部が関与した共同研究 7

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 301 0.201

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

198

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 19

4 C08 有機⾼分⼦化合物等 16

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 51

2 G01 測定、試験 43

7 H01 基本的電気素⼦ 7

8 B25 ⼿⼯具、可搬型動⼒⼯具、マニプレータ等 4

5 C07 有機化学 13

6 G06 計算、計数 10

9 C01 無機化学 4

10 C22 冶⾦、鉄・⾮鉄合⾦等 4

外部資⾦

27

13
8

1

3

1

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
受
託
研
究
件
数

⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制

件数

100

10

1

67 58

114

22
14

5

2

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
共
同
研
究
件
数

⾦ 額

件数

100

10

1

特
許
権
収
⼊

百万円

特許保有件数 件

組織的産学連携活動

0

20

40

60

80

100

120

0 200 400 600 800 1000 1200



ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 4 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 18 83

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2021年8⽉19⽇(⽊)

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
ＪＳＴ⾦沢⼤学新技術説明会（ウェビナー）

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 3 0 0

1 1 4 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 岐⾩⼤学

産学連携に関する広報活動等の拡充を通じて共同研究を推進し、第３期中期⽬標期間中の共同研究契約総額を第
２期中期⽬標期間の総額⽐で15％以上増加を⽬指す。また、⾃治体等と連携し、地域の特徴を活かしたプロジェクトを
創出するなど、地域産業の振興を⽀援する。

　基 礎 情 報

岐⾩⼤学の強み分野である⽣命科学、環境科学、ものづくり分野について、それぞれ研究セ
ンターを組織し、知識・⼈材の有効活⽤により⼤きな研究プロジェクトに共同で取り組む環境
を整備。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

817,400 407 527,332 1,538,843

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

474,396 357 423 26

193 13

430,888 316 617,496 391 25

276,301 175 381,680 198 28

968 名

研究推進部研究企画課

⼩栗　修平

058-293-2087

gjai03003@jim.gifu-u.ac.jp

154,587 141 235,816

11,293

岐⾩⼤学の強み分野である⽣命科学、環境科学、ものづくり分野の研究センターにおける、
組織対組織の産学連携活動を意識した、⾰新的な研究課題に対する⻑期的な⼤型共同
研究の創出と実施。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

678,636

http://www.sangaku.gifu-u.ac.jp/
http://www.sangaku.gifu-u.ac.jp/download/index.html#sankangaku

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 50,128 30 6,916 23

674,017 187 559,898 196

53,447 39 19,278 43

20

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 17 57 3,319 9 12,362

 実施等件数あたり

研究者あたり 8,795 187.1

特許出願件数 48 0.050

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 248 0.256

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

47

3 C07 有機化学 9

4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 8

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 34

2 G01 測定、試験 11

7 B29 プラスチックの加⼯、可塑状態の物質の加⼯⼀般 6

8 G06 計算、計数 5

5 B25 ⼿⼯具、可搬型動⼒⼯具、マニプレータ等 7

6 C01 無機化学 7

9 C08 有機⾼分⼦化合物等 4

10 H01 基本的電気素⼦ 4

外部資⾦

26
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 14 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 4 242

33

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 1

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

９⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
岐⾩⼤学産学連携フェア

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

1 1 0 0

2 0 0 1受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⻑崎⼤学
　基 礎 情 報

熱帯医学・感染症、放射線医療科学分野において、国内外の関係機関との共同研究及び
受託研究を数多く実施し、顕著な成果をあげている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,333,973 641 0 1,381,989

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

471,436 204 243 27

56

404,292 165 629,950 211 24

340,915 134 584,929 155 18

1,225 名

研究国際部研究推進課

松永英美

095-800-4111

kensui@ml.nagasaki-u.ac.jp

63,377 31 45,021

15,774

⼤学と地域の間の情報の緊密化を図り、⻑崎オープンイノベーション拠点を核とし,当⾯は
「AI・IoT・ロボット」、「海洋」、「航空機産業」、「医⼯連携」、「アントレプレナー・スタートアッ
プ」（4分野、5領域） の分野について強化していきたい。産業振興及び地域課題の解決に
取り組んでいきたい.

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

669,931

https://www.ciugc.nagasaki-u.ac.jp/
https://www.ciugc.nagasaki-u.ac.jp/seeds/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 91,866 81 82,070 106 34

1,915,819 348 2,110,234 347 18

93,530 89 90,025 114 40

8

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 14 88 1,664 8 7,955

 実施等件数あたり

研究者あたり 14,926 304.6

特許出願件数 58 0.047

産学連携本部が関与した共同研究 7

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 201 0.164

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

49

3 G01 測定、試験 11

4 C07 有機化学 8

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 13

2 H02 電⼒の発電、変換、配電 12

7 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 3

8 H01 基本的電気素⼦ 3

5 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 5

6 C08 有機⾼分⼦化合物等 4

9 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 2

10 G06 計算、計数 2

外部資⾦

76
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 11 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 7 175

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

7⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
ファーマラボEXPO2019

イノベーションジャパン 8⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

バイオジャパン 10⽉
0 1 1 2

1 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 横浜国⽴⼤学

　⼤学の経営基盤を強化するには産学官連携を通じたイノベーションで⾼い評価を得る必要がある。
　そのために「質の⾼い産学官連携」、すなわち「本気の連携」、「⼤型の連携」、そして「組織対組織の連携」を構築してい
く。

　基 礎 情 報

　“本学の強み”を強化し、“次の時代を担う強み”を創出するため、産学官連携推進部⾨が
重点⽀援を⾏う研究対象を毎年選び出し、部⾨の「⼈的資源（産学官連携コーディネータ
―や知財マネージャーによる⽀援など）」や「知的資源」を集中投⼊している。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,123,429 356 1,704,071 753,321

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

638,681 296 343 28

35

498,734 266 526,749 307 28

458,338 235 506,520 272 21

570 名

研究・学術情報部　産学・地域連携課

副課⻑　潮　正章

045-339-4447

sangaku.sangaku@ynu.ac.jp

40,396 31 20,229

8,336

　⼤学の基礎研究などを育成し、得られた知的財産をもとに⼤学発ベンチャーを⽣み出し、⼤
学発ベンチャーによる知的財産の実⽤化を加速することで社会における事業創出につなげてい
くためのイノベーション・エコシステムの構築に取り組む。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

659,249

https://www.ripo.ynu.ac.jp/
https://er-web.ynu.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 31,442 10 31,461 8

1,530,212 123 1,470,843 105 25

42,037 11 31,461 8

0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 22 26 10,595 1 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 6,501 147.8

特許出願件数 100 0.175

産学連携本部が関与した共同研究 2

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 395 0.693

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

44

3 H01 基本的電気素⼦ 14

4 C25 電気分解・電気泳動⽅法、そのための装置 12

1 G01 測定、試験 19

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 17

7 G02 光学 9

8 C01 無機化学 8

5 H02 電⼒の発電、変換、配電 11

6 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 9

9 C07 有機化学 8

10 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 7

外部資⾦

1

4

1 1 1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 20 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 8 71

15

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 6

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

１０⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
CEATEC

YNU研究イノベーション・シンポジウム １２⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

テクニカルショウヨコハマ ２⽉
1 0 0 1

0 0 0 3受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 豊橋技術科学⼤学

Society5.0を⽀えるモノづくり＋ITの研究分野を中⼼にイノベーション創成に貢献する⼤型共同研究および地域産業⽀
援の共同研究・社会⼈教育の取組みを強化することにより、産業活性化、新産業創出、地域に貢献する⼈材育成を⾏
う。

　基 礎 情 報

半導体製造研究施設を有するエレクトロ⼆クス先端融合研究所およびロボティクス関連の⼈
間・ロボット共⽣リサーチセンターを中⼼に、センサ・Aiロボティクスの社会実装を進めている。特
に、⽇本有数の農業⽣産地の地の利を⽣かし、精密農業へ応⽤展開している。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

399,360 128 526,777 521,701

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

394,697 213 231 29

78 32

331,925 194 427,126 188 32

180,889 100 318,487 110 33

204 名

研究⽀援課

⼩早川　貴昭

０５３２－４４－６９８３

chizai@office.tut.ac.jp

151,036 94 108,639

3,812

・マッチングファンド⽅式のイノベーション協働研究プロジェクトの拡⼤
・共同研究講座における本格的な共同研究
・⻑岡技科⼤、⾼専と連携した共同研究の推進
・国際先端共同研究

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

583,435

https://rac.tut.ac.jp/
https://www.tut.ac.jp/university/faculty/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 5,940 3 5,288 5

550,183 67 526,452 61

7,940 5 8,188 8

3

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 10 20 2,000 2 2,900

 実施等件数あたり

研究者あたり 6,302 47.4

特許出願件数 59 0.289

産学連携本部が関与した共同研究 7

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 7

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 385 1.887

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

133

3 H01 基本的電気素⼦ 12

4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 9

1 G01 測定、試験 24

2 H02 電⼒の発電、変換、配電 16

7 G05 制御、調整 6

8 B60 ⾞両⼀般 5

5 G06 計算、計数 9

6 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 7

9 B65 運搬、包装、貯蔵、薄板状・線条材料の取扱い 4

10 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 3

外部資⾦

4 4
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 7 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 13 16

9

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 1

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 0

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

６⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー 新技術説明会
（⻑岡技術科学⼤学との共催、WEB開催）

イノベーション・ジャパン2020・⼤学⾒本市 ９⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

しんきんビジネスフェア １０⽉
1 0 1 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 徳島⼤学

⾃由な発想を尊重した独創的な研究の推進、及びイノベーションを導く社会的要素の強い課題を解決するため、社会総
合科学、医学、⻭学、薬学、理⼯学及び⽣物資源産業学、２研究所と⼤学病院を基盤とし、国際社会や地域社会で
⾼く評価される研究成果を発信する拠点の形成と、その産学連携体制の強化を⾏う。

　基 礎 情 報

早期の社会実装化を⽬指すため、公募によって選定された研究に重点的な研究⽀援活動を
⾏っている。
令和元年度は、前年度からの４課題の研究⽀援に加え、学内公募により、①希少疾患に
対するイノベーティブ創薬の実践研究②様々な⼿法を⽤いた腎臓病診断法と腎臓を守る薬
剤の研究の２課題を新たに⽀援対象とした。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,327,496 560 2,075,724 1,434,271

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

492,707 305 312 30

102 31

458,352 276 484,418 284 29

365,274 182 374,973 182 29

1,090 名

研究・産学連携部 常三島研究・産学⽀援課

川野　真⼀

０８８－６５６－９８６０

jsangksoumuk@tokushima-u.ac.jp

93,078 94 109,445

13,025

社会の発展基盤を⽀える拠点となり、⼤学の開放と社会⼈の学び直しを⽀援し、地域社会
への新産業の創出に貢献するという⼤学の理念実現のため、以下の２つを掲げる。
①研究に関する共同研究を増やし、より短期に社会実装化出来るよう、研究の様々な可能
性を探る。②研究者のみならず学⽣の起業マインドを刺激し、サポート出来る体制を学内に
整備する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

533,152

https://www.tokushima-u.ac.jp/
https://matci.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 18,936 24 15,799 22

1,171,210 195 846,463 172 39

31,393 36 33,812 38

16 41

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 9 121 12,457 12 18,013

 実施等件数あたり

研究者あたり 17,038 426.0

特許出願件数 71 0.065

産学連携本部が関与した共同研究 11

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 2

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 347 0.318

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

40

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 12

4 C07 有機化学 9

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 22

2 G01 測定、試験 20

7 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 4

8 B64 航空機、⾶⾏、宇宙⼯学 3

5 G06 計算、計数 7

6 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 4

9 F02 燃焼機関、熱ガス・燃焼⽣成物を利⽤する機関設備 3

10 C08 有機⾼分⼦化合物等 2

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 22 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 14 78

19

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 1

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

9⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
第20回社会産業理⼯学研究部交流会2020（中⽌）

イノベーションジャパン2020〜⼤学⾒本市 ９⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

徳島チャレンジメッセ2020 11⽉
0 0 0 0

1 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 岡⼭⼤学 岡⼭⼤学の⽬標（岡⼭⼤学HPに掲載）として、「社会が抱える課題を解決するため、総合⼤学の利点を活かし、⼤学の知

や技術の成果を社会に還元すると同時に、積極的に社会との双⽅向的な連携を⽬指す」ことを掲げている。

　基 礎 情 報

医⼯連携をはじめとする異分野融合研究
具体例︓穿刺ロボット「Zerobot」（⼤学院医⻭薬学総合研究科と⼤学院ヘルスシステム統
合科学研究科との連携）
特許︓穿刺ロボット（特許第6440177号）

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

2,361,015 927 1,782,407 1,249,426

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

565,779 348 355 31

112 26

495,498 314 439,958 325 30

316,151 202 291,436 213 34

1,768 名

研究協⼒部　産学連携課

難波　義⼈

086-251-7758

sangaku1@adm.okayama-u.ac.jp

179,347 112 148,522

18,308

包括連携をはじめとする組織的産学官連携活動を通じて、異分野融合研究をはじめとする産
学共同研究の⼤型化を指向する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

484,638

https://www.orsd.okayama-u.ac.jp/
http://soran.cc.okayama-u.ac.jp/search?m=home&l=ja

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 49,518 21 60,494 24 45

1,819,126 257 1,725,178 246 21

58,083 34 65,133 36

12

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 19 93 8,565 13 4,639

 実施等件数あたり

研究者あたり 22,619 94.2

特許出願件数 69 0.039

産学連携本部が関与した共同研究 3

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 3

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 761 0.430

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

240

3 C07 有機化学 24

4 G01 測定、試験 24

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 52

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 26

7 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 7

8 H01 基本的電気素⼦ 6

5 C08 有機⾼分⼦化合物等 9

6 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 8

9 C01 無機化学 4

10 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 3

外部資⾦

17

8 8

1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 31 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 18 98

28

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン

岡⼭⼤学新技術説明会 9⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

Bio Japan-World Business Forum- 10⽉
0 0 0 0

6 1 2 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 三重⼤学

地⽅創⽣への貢献（三重⼤学機能強化構想）
戦略1 地域⼈材育成と若者を地域に⽌め置く機能の強化
戦略2 研究成果を還元する機能と地域の様々な主体となるハブ機能の強化
戦略3 地域の⼒の発信機能の強化

　基 礎 情 報

・「卓越型リサーチセンター」（⼈間共⽣ロボティクス・メカトロニ クス、次世代電池開発、特異
構造の結晶科学）を認定
・地域のシンクタンクとして課題を解決し、地域の発展に取り組む地域創⽣戦略企画室
・三重県と連携して地域の防災・減災活動を⽀援・推進する
「三重県・三重⼤学みえ防災・減災センター」

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

774,290 439 777,967 909,205

15％以上20％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

503,505 335 341 32

208 14

442,613 299 424,007 305 33

180,921 90 188,631 97 49

1,043 名

学術情報部社会連携チーム

下　　初

059-231-9011

syakai-t@ab.mie-u.ac.jp

261,692 209 235,376

11,705

・地域社会の課題に対し、三重⼤学の教員と学⽣が、多⾯的なアプローチにより、解決⽅法
を提案し、地域に社会実装する。
・産学官連携により、地域にイノベーションを起こし、地域創⽣に貢献する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

471,892

http://www.opri.mie-u.ac.jp/
http://www.crc.mie-u.ac.jp/seeds/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 112,485 45 44,328 31

827,060 183 744,530 166 43

117,012 47 46,978 36

5

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 20 52 4,527 2 2,650

 実施等件数あたり

研究者あたり 110,123 966.0

特許出願件数 52 0.050

産学連携本部が関与した共同研究 1

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 470 0.451

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

114

3 H01 基本的電気素⼦ 18

4 G01 測定、試験 13

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 22

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 21

7 C01 無機化学 3

8 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 3

5 C08 有機⾼分⼦化合物等 5

6 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 4

9 A23 ⾷品・⾷料品等 2

10 A47 家具、家庭⽤品等、真空掃除機⼀般 2

外部資⾦

15
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 25 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 6 174

6

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 0

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

1 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⼭⼝⼤学

「発⾒し・はぐくみ・かたちにする知の広場」という理念のもとに，産業界及び公的機関と連携し，⼤学の知的創作活動を学外に拡⼤・展開する。このような社会と
の連携活動を通じて，学問と科学技術の発展を図り，その成果によって，地域，⽇本及び世界の産業・経済の持続的発展と社会の福祉に寄与する。
⼤学に研究推進機構を設置して，⺠間企業及び公的機関とのリエゾン活動，共同研究の推進，ベンチャー教育と⼤学発ベンチャーの創業⽀援などを⾏う。さら
に，研究成果等の知的財産権化を促進・⽀援し，特許等の創出，出願・管理，活⽤を推進する。

　基 礎 情 報

「先進科学・イノベーション研究センター」を核として、先進的・学際的な研究グループを、研究
推進体、研究拠点群形成プロジェクト等から研究拠点、さらには⼤学附設の研究所・研究セ
ンターに引き上げるための制度を整備し、研究を推進している。
例）
時間学研究所、中⾼温微⽣物研究センター、応⽤衛⽣リモートセンシング研究センター、再
⽣・細胞治療研究センター、⼭⼝⼤学⽣命医⼯学センター

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

928,310 474 1,516,984 1,445,452

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

439,184 213 235 33

81 17

395,435 181 392,549 191 36

232,738 117 180,151 110

997 名

学術研究部　産学連携課

奥⾕　信也

0836-85-9961

sh052@yamaguchi-u.ac.jp

162,697 64 212,398

12,862

先進科学・イノベーション研究センターにおいて
１）⼤学の研究推進核となる「研究拠点群」の育成
２）21世紀の課題を解決する異分野融合の先進科学の創成
３）地域発科学技術イノベーションを牽引する応⽤研究・共同研究の推進
４）若⼿研究者や⼤学院⽣を中⼼とするイノベーション⼈材の育成
等をミッションに掲げ、研究経費の⽀援や産学公連携センター及びURA室等による事業⽀援
を⾏うことで研究プロジェクトの国際的研究拠点への発展や⼤学発新産業の創出といった成
果につながるよう、組織的な取組を⾏う。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

469,237

http://kenkyu.yamaguchi-u.ac.jp/sangaku/
http://kyouin02.atm-y.jimu.yamaguchi-u.ac.jp/search/IST

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 31,222 19 40,345 19

714,807 153 793,293 167 42

32,302 27 50,133 32

13

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 15 66 1,080 8 9,788

 実施等件数あたり

研究者あたり 29,346 1,397.4

特許出願件数 107 0.107

産学連携本部が関与した共同研究 4

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 4

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 671 0.673

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

21

3 C07 有機化学 17

4 G01 測定、試験 11

1 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 35

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 27

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 7

8 C30 結晶成⻑ 6

5 H01 基本的電気素⼦ 8

6 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 7

9 G06 計算、計数 6

10 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 5

外部資⾦

12
8 9

1

2

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
受
託
研
究
件
数

⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制

件数

100

10

1

40
64 67

5 6
8

1

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
共
同
研
究
件
数

⾦ 額

件数

100

10

1

特
許
権
収
⼊

百万円

特許保有件数 件

組織的産学連携活動

0

20

40

60

80

100

120

0 200 400 600 800 1000 1200



ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 15 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 12 83

5

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 5

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 0

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

9⽉〜11⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーションジャパン2020

中国地域産学官連携コンソーシアム（さんさんコンソ）
新技術説明会 12⽉

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

地⽅創⽣︕南⽇本ネットワーク 新技術説明会 12⽉
0 0 0 4

1 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

6 C07 有機化学 4

7 H04 電気通信技術 4

9 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 2

10 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 2

8 C08 有機⾼分⼦化合物等 3

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 25

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 18

3 G01 測定、試験 18

4 C01 無機化学 5

5 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 5

弁護⼠

実務担当者数

特許保有件数 292 0.198

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

特許出願件数 54 0.037

19 10,408

 実施等件数あたり

研究者あたり 7,834 206.2

38

18

弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

23

産学連携本部が関与した共同研究 3

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

64 23,707

専⾨家の配置

37

https://www.ircp.niigata-u.ac.jp/seeds/search
http://www.ircp.niigata-u.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

1,621,191 220 1,507,074 239 24

91,982 45 87,398 52 42

受⼊額（千円） 件数

450,740 213 409,068 223

実務者当たり研究者数 68,275 26 76,990 34

467,728 256 34

⽚桐　孝昭

０２５－２６２－７５１０

kenkyo@adm.niigata-u.ac.jp

86,607 68 83,475

325,593 154 31

1,475 名

研究企画推進部産学連携課

69 42

18,620

これまでの研究者個⼈と企業担当者との交渉により成⽴していた共同研究のスタイルから
個々の研究者や研究グループに対し⽀援を⾏うことで⼤学が組織として積極的に関わっていく
「組織」対「組織」による共同研究への形態の転換をより⼀層図る。

受⼊額（千円） 件数

34

364,133 145

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※

514,273 245

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

10％以上15％未満 有 無 有 無

〇ライフサイエンス︓がん等内臓疾患や脳関連疾患の治療製剤や診断薬の開発、機能性
⽣体材料の開発、機能性⾷品等の開発
〇ナノテクノロジー・材料︓有機・無機電⼦材料の⾼機能化
〇社会基盤︓インフラ設備のモニタリング技術等の開発
〇情報通信︓異分野を融合するビッグデータ解析活⽤研究

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,896,900 809 2,331,692 1,738,959

　基 礎 情 報

国
⽴ 新潟⼤学

外部資⾦

19 19

8

2

1

3

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
受
託
研
究
件
数

⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制

件数

100

10

1

70 62 67

8 8 7

1

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
共
同
研
究
件
数

⾦ 額

件数

100

10

1

特
許
権
収
⼊

百万円

特許保有件数 件

組織的産学連携活動

0

20

40

60

80

100

120

0 200 400 600 800 1000 1200



ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

0

派遣 1

新⼤産学U-goフェスタ １１⽉頃
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

イノベーションジャパン2020⼤学⾒本市 9⽉〜１１⽉
0 0 1

2 0 40

受⼊

実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
新潟⼤学新技術説明会 １2⽉頃

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名

有 無 有 無 部屋数

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 11 134 ⼤学発ベンチャー数 1

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⿅児島⼤学 「南九州・南⻄諸島域共創機構」を中核として全学的な体制の下で、企業との共同研究などを通じて地域防災、医療、観

光、エネルギー、農林畜⽔産業、⾷品加⼯等の地域課題を解決する取組を推進し、地域社会に貢献する。

　基 礎 情 報

本学の地域貢献重点６分野「観光産業・国際」「エネルギー」「農林畜産」「⽔産」「医療・地
域防災」「⾷品加⼯」における全学横断教員グループ「社会共創イニシアティブ」の下で、県等
と連携協働しつつ、共同研究等の推進やオープン実証ラボの活⽤等による本学の研究成果
の社会実装を加速させる。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,032,271 561 1,048,978 1,452,012

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

347,462 215 269 36

79

232,352 168 281,631 204 42

174,126 99 198,007 118 43

1,179 名

研究推進部社会連携課

仁禮　晃⼦

099-285-3878

tizai@kuas.kagoshima-u.ac.jp

58,226 69 60,550

16,030

離島域の企業は⼩規模であることが多く、かつ、島毎に性格も異なる。企業への共同研究や
技術移転活動の⽀援だけでなく、⾏政との連携、公的資⾦の活⽤やビジネスプラン構築⽀援
が必要となることが予想される。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

445,095

https://www.krcc.kagoshima-u.ac.jp/
https://seeds.krcc.kagoshima-u.ac.jp/seeds_info/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 163,038 28 40,201 22

1,303,163 327 1,102,209 277 32

188,199 59 65,332 41

10

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 20 59 25,161 31 3,405

 実施等件数あたり

研究者あたり 3,923 38.1

特許出願件数 92 0.078

産学連携本部が関与した共同研究 1

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 392 0.332

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

103

3 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 12

4 G06 計算、計数 12

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 54

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 22

7 A23 ⾷品・⾷料品等 6

8 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 6

5 C07 有機化学 11

6 G01 測定、試験 11

9 C01 無機化学 4

10 C08 有機⾼分⼦化合物等 4

外部資⾦

17
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 24 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 13 91

3

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8回（2020年10⽉〜2021
年1⽉）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
かごしまTechミーティング

⾷と健康に関するシンポジウム 2021年2⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

2 0 0 0

2 0 2 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位
中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝
担当者
TEL
Email
産連HP
シーズDB

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位
名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの
※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件
件

職務発明の帰属
特許権実施等件数
特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⻑岡技術科学⼤学

産業界、⾃治体や公設研究機関と本学とが⼀体となって、産業界や社会が抱える様々な技術的課題や問題の解決に向
けて、産業界や社会のニーズと⼤学のシーズの出会いを現出さて、関係組織や技術者・研究者がそれぞれの特⻑をいかし
つつ合⽬的的に連携協⼒してその解決を図るとともに、画期的な新技術・新製品の創出を可能にします。

　基 礎 情 報

「材料科学」、「制御システム」、「グリーンテクノロジー」などの各研究領域を中⼼に世界レベル
の研究活動を推進する「未来技術科学創造研究機構」を設置し、分野を横断した、教員組
織の整備を進めるとともに、産業界等からクロスアポイントメント制度により教員を雇⽤するなど
異分野の融合・深化を図っている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

357,630 116 16,968 563,503

30％以上 有 無 有 無
間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

369,030 242 285 37

83 39

351,997 218 362,605 237 38
284,066 154 265,197 150 35

205 名

総務部　研究・地域連携課
神保　浩
0258-47-9278
sangaku@jcom.nagaokaut.ac.jp

67,931 64 89,111

3,760

・中⼩企業との国際共同研究の推進
・複数地域における各⾃治体、各⾼等専⾨学校等との連携に基づく、地域課題の解決及び
地域産業の活性化
「材料科学」、「制御システム」、「グリーンテクノロジー」といった研究領域を中⼼とした先進的・
実践的・創造的研究の推進

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）
425,811

http://ntic.nagaokaut.ac.jp/renkei_info/
http://ntic.nagaokaut.ac.jp/seeds-collection/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 1,608 3 4,905 4

481,136 70 398,515 63
6,288 8 11,441 9

4
専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他
実務担当者数 15 14 4,680 5 6,316

 実施等件数あたり
研究者あたり 3,285 106.0

特許出願件数 33 0.161

産学連携本部が関与した共同研究 2
内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 449 2.190

出願数上位技術分野（2019年公開）
順位 IPC 分野 件数

31

3 G01 測定、試験 10
4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 7

1 H02 電⼒の発電、変換、配電 29
2 H01 基本的電気素⼦ 14

7 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 4
8 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 3

5 C22 冶⾦、鉄・⾮鉄合⾦等 6
6 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 4

9 B60 ⾞両⼀般 3
10 G02 光学 3

外部資⾦
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ＵＲＡ
名 社

各種規程類の整備状況 件
件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 14 インキュベーション施設
相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数
実務担当者数 2 103

4
産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 1

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無
共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）
受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

9⽉〜11⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期
株式の取扱等規程、ポリシー

イノベーション・ジャパン2020〜⼤学⾒本市Online

オンライン⾒本市 燕三条ものづくりメッセ2020 10⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

⼩千⾕産学交流研究会[番外編]オンラインセミナー 12⽉
0 0 0 0
1 0 5 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位
中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝
担当者
TEL
Email
産連HP
シーズDB

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位
名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの
※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件
件

職務発明の帰属
特許権実施等件数
特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 群⾺⼤学 地域の知の拠点として学内外の関係機関と連携した活動を通じて、地域の⽂化及び伝統を育み、豊かな地域社会を創

造する活動を⾏うとともに、知の地域社会への還元を推進し、産業の発展に貢献する。

　基 礎 情 報

①健康科学　②⾷品開発　③⾷品機能解析
④⾷マネジメント　⑤環境調和型⾷品パッケージ開発

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

885,430 433 629,315 943,555

10％以上15％未満 有 無 有 無
間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

400,106 248 267 39

83

381,800 236 380,416 243 37
295,118 147 325,466 160 32

992 名

研究推進部産学連携推進課
藤本　卓也
027-220-7545
a-sangaku@jimu.gunma-u.ac.jp

86,682 89 54,950

11,832

令和２年度，これまでの⾷健康科学教育研究センターを中⼼とした「⾷と健康」に関する学
内資源を集約した活動を通じ，NEDOのムーンショット型研究開発事業︓⽣分解開始ス
イッチ機能を有する海洋分解性プラスチックの研究開発が採択された。今後もセンターのこうし
た活動を継続し，⾷と健康に関連する幅広い研究分野に対して，共同研究活動から得ら
れた知⾒をベースに実証実験，社会実証実験を経て，社会に必要な技術を提供する体制
を整える。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）
414,634

https://research.opric.gunma-u.ac.jp/
https://univ-db.media.gunma-u.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 29,429 16 40,071 24

692,075 151 563,853 153
34,377 28 42,545 30

6
専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他
実務担当者数 17 58 4,948 12 2,474

 実施等件数あたり
研究者あたり 1,681 11.3

特許出願件数 64 0.065

産学連携本部が関与した共同研究 1
内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 457 0.461

出願数上位技術分野（2019年公開）
順位 IPC 分野 件数

149

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 16
4 G01 測定、試験 15

1 C07 有機化学 22
2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 18

7 B62 鉄道以外の路⾯⾞両 4
8 C22 冶⾦、鉄・⾮鉄合⾦等 4

5 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 8
6 H01 基本的電気素⼦ 6

9 C01 無機化学 3
10 C08 有機⾼分⼦化合物等 3

外部資⾦

11 10
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ＵＲＡ
名 社

各種規程類の整備状況 件
件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 7 インキュベーション施設
相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数
実務担当者数 7 142

8
産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 5

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無
共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）
受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期
株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

1 0 0 0
1 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 電気通信⼤学

本学は、新たな戦略⽬標「D.C.& I.」（多元的な多様性を尊重し、異なるものも含めた要素間の相互理解・相互触発を活
性化させることにより、イノベーションの持続的創出を⽬指す）に基づいて、組織連携の拡⼤及び資⾦獲得の強化に焦点を置
いた産学官連携活動を推進している。

　基 礎 情 報

本学は、Society5.0の実現に必要な基盤技術の学問領域すべてをカバーし、かつ基礎研究か
ら応⽤研究までをカバーしていることに強みを持っている。具体例として、AI研究の成果である⾔
葉の響きによる印象を数値化する「感性評価システム」を事業化する⼤学発ベンチャーがある。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

793,390 240 1,107,150 428,147

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

368,952 197 194 41

58 43

318,243 173 334,521 173 40

252,332 114 241,643 113 38

349 名

学術国際部研究推進課

井⽥　直⽂

042-443-5137

kenkyo-k@office.uec.ac.jp

65,911 59 82,842

5,499

本学は、“お客様⽬線”に⽴ち、連携をスムーズに展開し、徹底した対話により相⼿の求める研
究成果とプロジェクトサイクルを理解した上で、最適かつ戦略的なマッチングソリューションを提案す
ることを重視している。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

392,725

http://www.sangaku.uec.ac.jp/index.html
https://www.uec.ac.jp/research/information/opal-ring/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 5,410 3 13,980 3

1,025,732 58 1,020,194 60 34

7,810 4 13,980 3

0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 17 21 2,400 1 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 6,009 66.8

特許出願件数 63 0.181

産学連携本部が関与した共同研究 3

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 2

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 319 0.914

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

90

3 G01 測定、試験 24

4 H04 電気通信技術 20

1 G06 計算、計数 45

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 24

7 A63 スポーツ、ゲーム、娯楽 4

8 H02 電⼒の発電、変換、配電 4

5 G02 光学 8

6 H01 基本的電気素⼦ 6

9 B25 ⼿⼯具、可搬型動⼒⼯具、マニプレータ等 3

10 C07 有機化学 3
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1

2

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
受
託
研
究
件
数

⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制

件数

100

10

1

30
40

79

12
9

3

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
共
同
研
究
件
数

⾦ 額

件数

100

10

1

特
許
権
収
⼊

百万円

特許保有件数 件

組織的産学連携活動

0

20

40

60

80

100

120

0 200 400 600 800 1000 1200



ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 29 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 20 17

14

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 13

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

5⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
新技術説明会

産学官連携DAY 7⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

研究開発セミナー 10⽉
1 0 2 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 奈良先端科学技術⼤学院⼤学

研究及び教育に加え、本学の研究成果を産業界に技術移転し、産業技術の発展・向上に貢献すること(社会貢献)が本
学の重要な使命であることを明確にする。本学は、かかる使命を達成するために、本学の研究成果を核とする多様な産官
学連携を、利益相反問題が⽣じないよう体制を整備し、広範かつ積極的に⾏っていく。

　基 礎 情 報

本学の得意分野としては情報・バイオ・物質が挙げられるが、特に物質の分野において、半導
体素⼦関連、放射線検出センシングデバイス、カーボンナノチューブを使った熱電変換⽤新素
材・発電デバイス、⽣分解性・SDGs新素材、医療⽤ナノ⾼分⼦、表⾯コーティング材料など
を中⼼に、精⼒的に特許出願を⾏い、絶えず、新しいコンセプトを⽬指しながら、産・官との連
携共同研究を積極的に進めている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,142,744 224 1,160,675 302,702

実績有割合無 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

354,240 144 147 43

27

239,884 133 256,373 135 45

220,156 113 224,305 108 39

300 名

研究・国際部　研究協⼒課

⽚上　健

0743-72-5077

kenkyo@ad.naist.jp

19,728 20 32,068

6,196

本学の研究成果の技術移転の推進

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

322,558

https://www.naist.jp/sankan/
https://www.naist.jp/sankan/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 4,504 4 4,929 5

812,204 92 833,866 87 40

4,504 4 4,929 5

0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 9 33 0 0 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 3,978 284.1

特許出願件数 38 0.127

産学連携本部が関与した共同研究 4

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 4

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 443 1.477

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

14

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 12

4 G06 計算、計数 10

1 H01 基本的電気素⼦ 24

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 12

7 G01 測定、試験 8

8 G10 楽器、⾳響 8

5 C07 有機化学 9

6 C08 有機⾼分⼦化合物等 8

9 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 4

10 H02 電⼒の発電、変換、配電 4

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 17 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 9 33

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

７⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
奈良先端⼤産学連携フォーラム

イノベーションジャパン2020・⼤学⾒本市 ８⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

CES2021 １⽉
0 2 0 0

2 1 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⿃取⼤学

⼤企業、中⼩企業並びに全国、地域に関わらず、協働してイノベーション・新産業創出を⾏う。また、企業等との組織連携
を⽬指し、学内の特徴ある研究を活かし、企業等との協働によるイノベーティブな研究領域の拡⼤とそれによる新産業の創
出をめざす。

　基 礎 情 報

①染⾊体⼯学技術を駆使した完全ヒト抗体産⽣動物の作製と抗体医薬品の開発
②キチン関連物質等特徴ある材料技術の応⽤展開

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

659,761 344 47,567 569,322

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

290,485 209 218 45

91 28

256,883 185 246,308 193 48

118,862 92 119,341 102

746 名

研究推進部研究推進課

広原　光太郎

0857-31-5541

ken-renkei@ml.adm.tottori-u.ac.jp

138,021 93 126,967

10,764

地域科学技術実証拠点整備事業「とっとり創薬実証センター」の活⽤や、染⾊体⼯学技術
等の医⼯農の研究を活かした次世代医薬イノベーションの創出を⾏い、とっとり発技術の世界
展開を⽬指す。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

300,934

https://orip.tottori-u.ac.jp/
http://researchers.adm.tottori-u.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 15,421 21 13,433 21

687,942 176 734,244 148 46

29,481 42 35,428 37

11

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 12 62 14,060 21 7,198

 実施等件数あたり

研究者あたり 2,868 32.2

特許出願件数 83 0.111

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 345 0.462

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

89

3 G01 測定、試験 13

4 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 8

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 46

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 17

7 H01 基本的電気素⼦ 5

8 A23 ⾷品・⾷料品等 4

5 G06 計算、計数 7

6 C07 有機化学 5

9 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 4

10 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 3

外部資⾦

16 13

5
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 11 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 9 83

4

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 4

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 200,000

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

12⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
さんさんコンソJST新技術説明会

さんさんコンソ産から学へのプレゼンテーション 1⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

⿃取⼤学JST新技術説明会 2⽉
0 0 0 0

0 0 0 3受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 愛媛⼤学

主に愛媛県内の企業との共同研究，受託研究によって産学官連携を推進するとともに，知的財産を活⽤した⼤学発ベン
チャーの⽀援に取り組んでいる。また，県内各地域のニーズに応じて「地域密着型センター」（地域産業特化型研究セン
ター，または，地域協働型センター）を設置し，地域産業のイノベーション，地域活性化に取り組むことを⽅針としている。

　基 礎 情 報

本学の産学官連携は，「（個別）企業－⼤学－官庁（⾃治体）」という⼀般的な形の産
学官連携だけではなく，愛媛県内の特徴的な産業（企業群）がある地域には，「地域産
業特化型研究センター」と総称している研究センターを当該地域に設置している。具体的に
は，海⾯養殖が盛んな愛南町には「南予⽔産研究センター」を，また，紙産業クラスターが
形成されている四国中央市には「紙産業イノベーションセンター」を設置している。併設された
教育コースに所属する学部学⽣・⼤学院学⽣も含めると両センターとも４０〜５０⼈が常駐
しており，地域産業に密着した産学官連携として⼤きな成果を上げている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,157,145 461 1,070,504 1,030,432

25％以上30％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

345,664 272 319 49

78

230,791 155 184,046 193

183,886 91 141,947 115

995 名

社会連携⽀援部　社会連携課　研究契約チーム

野村　峻介

089（927）8826

sangaku@stu.ehime-u.ac.jp

46,905 64 42,099

12,678

⼤学発ベンチャー設⽴を⽀援する「愛媛⼤学産業⽀援強化事業」を平成３０年度から実施
している。また，⼤学発ベンチャーがライセンス料などを株式等で（現⾦ではなく）⼤学に⽀払
える制度も導⼊した。企業との共同研究の間接経費を直接経費の３０％とした。各種知的
相談への対応を制度化するために「学術指導制度」も導⼊した。令和２年度には学⽣のベン
チャー起業設⽴を⽀援する「起業塾」，および「⼀般社団法⼈えひめベンチャー⽀援機構」を
設⽴し，⼤学発ベンチャー起業⽀援も含めた産学官連携活動を推進している。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

283,151

http://ccr.ehime-u.ac.jp/crp/
https://matci.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 46,395 24 54,744 30 47

1,147,660 151 859,083 174 38

47,923 30 60,432 45

15

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 14 71 1,528 6 5,688

 実施等件数あたり

研究者あたり 29,545 628.6

特許出願件数 46 0.046

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 159 0.160

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

47

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 7

4 C08 有機⾼分⼦化合物等 6

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 18

2 G01 測定、試験 16

7 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 4

8 C07 有機化学 4

5 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 5

6 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 5

9 G21 核物理、核⼯学 4

10 A23 ⾷品・⾷料品等 2

外部資⾦

3

27
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 10 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 4 249

7

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 7

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 5,000

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー 産業技術総合研究所四国センターオープンイノベーション　　ワー
クショップ

研究員分野別交流会 2⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

愛南町⽔産フォーラム
（愛媛⼤学南予⽔産研究センター共催） 3⽉

1 1 0 0

3 0 7 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東京海洋⼤学 Society 5.0に向けて海洋・海事・⽔産分野における「組織」と「組織」との連携にもとづく広域産学官連携のハブ機能を強

化、適切なプラットフォームの構築やコンソーシアムの組織によって研究⼒向上と成果の社会実装を推進する。

　基 礎 情 報

【得意分野】⽔産、海事、海洋、環境、⾷品
【特⾊ある研究成果】
・ノロウィルス不活化剤・・・（特許第5806434号）
・⾼揚⼒オッターボード（特許第5679398号）
・移動体運⾏情報システム（特許第5920760号）

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

350,740 116 570,935 311,271

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

237,622 185 202

49

208,518 156 227,461 174

171,380 98 190,231 125 46

279 名

産学・地域連携推進機構

婁、勝川、川名、池⽥、伊東、設樂

03-5463-0859

olcr@m.kaiyodai.ac.jp

37,138 58 37,230

5,527

国内外の地域社会や海洋関連産業界との連携強化、諸課題の解決や産業振興への貢献
（ビジョン2027より）
１）地域産業振興と新産業や事業の創出への貢献
２）⾼度研究⽀援⼈材の育成
３）国⺠の海洋､関連産業への理解促進、地域社会等における連携と新たな地域創⽣へ
の展開

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

270,613

https://olcr.kaiyodai.ac.jp/
https://olcr.kaiyodai.ac.jp/kenkyusha-db/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 9,025 4 5,850 2

603,372 57 563,752 56

9,025 4 7,410 3

1

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 5 56 0 0 1,560

 実施等件数あたり

研究者あたり 2,131 52.0

特許出願件数 18 0.065

産学連携本部が関与した共同研究 7

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 2

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 160 0.573

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

41

3 B63 船舶等の⽔上浮揚構造物、関連艤装品 6

4 A23 ⾷品・⾷料品等 5

1 G01 測定、試験 9

2 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 8

7 E21 地中・岩⽯の削孔、採鉱 4

8 H02 電⼒の発電、変換、配電 3

5 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 5

6 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 4

9 C07 有機化学 2

10 G06 計算、計数 2

外部資⾦

2
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 3 93

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

10⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー アグリビジネス創出フェア
(主催︓農林⽔産省)

「知」の集積と活⽤の場
（主催︓「知」の集 積と活⽤の場　産学官連携協議会） 11⽉

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

⽔産海洋イノベーションコンソーシアム・フォーラム
（主催︓東京海洋⼤学、岩⼿⼤学、北⾥⼤学） 1⽉

0 1 0 0

0 2 0 3受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 島根⼤学 島根⼤学のビジョンの⼀つに「地域問題の解決に向けた社会貢献活動の推進」を掲げ、地域社会における課題の解決に資

する研究や産学官連携研究を推進し、地域の創⽣・発展に貢献することを⽬指している。

　基 礎 情 報

次世代たたら協創センター 副センター⻑ 荒河⼀渡教授による研究論⽂が、材料分野で最も
影響⼒のある Nature Materials 誌に掲載された。本成果は、フランス CEA-Saclay およ
びCNRS、英国 University of Leeds および CCFE、⽇本 ⽇本製鉄、名古屋⼤学、およ
び⼤阪⼤学との共同研究によるものである． K. Arakawa et al : Nature Materials 
volume 19, pages508–511(2020)

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

540,480 322 236,115 523,546

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

163,869 136 145

57 37

133,517 103 229,808 113

72,313 47 132,446 53

854 名

企画部研究協⼒課

弘中優⼠

0852-32-6055

rsd-chiiki@office.shimane-u.ac.jp

61,204 56 92,563

10,696

地元企業との連携の促進、特に、幅広い研究テーマで企業の⼈材育成まで含めた産学連携
を進め，地域イノベーションの創出に貢献していきたい。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

264,447

https://www.shimane-u.ac.jp/research/
http://www.staffsearch.shimane-u.ac.jp/kenkyu/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 15,567 7 5,019 6

209,318 65 130,349 58

18,217 11 6,849 10

2

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 12 71 2,650 4 1,830

 実施等件数あたり

研究者あたり 4,618 209.9

特許出願件数 18 0.021

産学連携本部が関与した共同研究 3

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 3

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 132 0.155

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

22

3 H01 基本的電気素⼦ 6

4 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 3

1 G01 測定、試験 22

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 7

7 C07 有機化学 2

8 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 2

5 C22 冶⾦、鉄・⾮鉄合⾦等 3

6 A23 ⾷品・⾷料品等 2

9 G06 計算、計数 2

10 H02 電⼒の発電、変換、配電 2

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 7 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 3 285

5

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 5

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 70,000

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2020/9/28〜11/30

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーションジャパン2020

アグリビジネス創出フェア2020 2020/11/11〜13
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

しまね⼤交流会 2020/11/7〜8
0 1 0 0

1 4 7 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 岩⼿⼤学 地域社会に開かれた⼤学として、その教育研究の成果をもとに地域社会の⽂化の向上と国際社会の発展に貢献することを

⽬指す。このため、地域社会との連携による新たな研究分野の創出を進める。

　基 礎 情 報

数々の実績のあるINS等産学官⾦ネットワークを基盤に、特徴的な研究シーズを活かした産
学官連携を実施
・次世代アグリイノベーション
・パルスパワーによる植物等の⾰新的機能性制御技術
・分⼦接合技術によるエレクトロニクス実装技術　　　等

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

303,180 181 285,777 528,257

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

178,669 195 222

100 48

165,176 174 230,995 197

128,015 104 167,072 96

461 名

研究・地域連携部　地域連携推進課

佐藤　良紀

019-621-6853

sanren@iwate-u.ac.jp

37,161 70 62,927

7,540

・地域企業との共同研究数・⾦額の増加
・本格的な組織対組織の産学官連携に向けて、オープンイノベーションの拠点である「銀河
オープンラボ」で実施されているプロジェクトを中⼼に、⼤型のプロジェクトの創出と⽀援を実施
する。
・また、地域の⽔産業をはじめとした1次産業との連携を更に進める。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

263,008

https://www.ccrd.iwate-u.ac.jp/
https://www.ccrd.iwate-u.ac.jp/seeds/index.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 2,810 3 5,451 3

340,107 59 189,250 49

4,966 6 8,196 5

2

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 21 22 2,156 3 2,745

 実施等件数あたり

研究者あたり 4,506 98.0

特許出願件数 22 0.048

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 152 0.330

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

46

3 G01 測定、試験 10

4 H01 基本的電気素⼦ 9

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 12

2 C08 有機⾼分⼦化合物等 11

7 A23 ⾷品・⾷料品等 5

8 H04 電気通信技術 4

5 G06 計算、計数 7

6 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 6

9 C02 ⽔、廃⽔、下⽔・汚泥の処理 3

10 C07 有機化学 3

外部資⾦

2 2
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 15 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 3 154

39

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 28

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

５⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
いわてネットワークシステム総会・講演会

地域連携フォーラム×企業産業交流会 １０⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

リエゾン―I　マッチングフェア〜新技術説明会〜 １１⽉
0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

9 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 4

10 G06 計算、計数 4

7 B22 鋳造、粉末冶⾦ 5

8 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 4

5 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 7

6 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 5

3 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 16

4 C08 有機⾼分⼦化合物等 14

1 G01 測定、試験 23

2 H01 基本的電気素⼦ 19

特許保有件数 410 0.511

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

27  実施等件数あたり

研究者あたり 8,206 303.9

特許出願件数 66 0.082

産学連携本部が関与した共同研究 7

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

15

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 25 32 3,041 14 4,366

実務者当たり研究者数 15,046 26 15,221 30

1,312,710 117 1,287,490 123 29

18,087 40 19,587 45

http://www.scrs.yamanashi.ac.jp/
http://nerdb-re.yamanashi.ac.jp/scripts/websearch/index.htm

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

803 名

研究推進・社会連携機構　研究推進部　研究推進課

渡辺　徹

055-220-8007
kensui-tr@yamanashi.ac.jp

21,003 35 45,236

9,936

以下の⺠間資⾦の獲得増を実現し、安定した経営基盤を構築するための体制強化および戦
略構築
　１）共同／受託研究による増加
　２）寄附⾦獲得増加、資産活⽤
　３）ライセンス収⼊増加

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

260,102 178

63

173,073 132 234,008 157

152,070 97 188,772 94 48

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

194,142 152

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

イノベーション創出強化本部を新設し、本学の強み・特⾊ある研究分野への更なる投資の推進
を図る。また、コア技術の抽出を⾏い、研究開発の初期段階から社会実装・製品化までの⽀援
を本学が⾏うことで、イノベーションエコシステムの形成を⽬指す。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

699,530 326 1,390,110 579,583

　基 礎 情 報

国
⽴ ⼭梨⼤学 ⼤学が果たすべき使命として、教育、研究という⼤きな２本の柱によって得られる、研究成果を主体的かつ積極的に社会に還

元し、社会貢献するという「第三の使命」を果たすこと。

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

#
B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

派遣

やまなし産学官連携研究交流事業 2020年11⽉〜2021年3⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

新技術説明会 2020年12⽉
0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

2020年9〜11⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーションジャパン2020

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

⼤学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 11 73

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⾼知⼤学

地域課題を組織的かつ機動的に解決するために、域学連携教育研究体制を強化することで、⼈材育成、科学の発展、
技術開発及び産業の活性化に資する。これにより、地域に⽋くことのできない⼤学として、地域の振興と地域社会の健全な
維持・発展に貢献する。

　基 礎 情 報

少⼦⾼齢化に関わる医療問題対策、⾃然災害対策、海洋資源（⽣物・鉱物資源）開発
における⾼知⼤学の実績と強みを活かして、同分野の⾼度専⾨⼈材の育成と社会実装・産
業化に資する。具体的な研究成果には、① 光線医療や臍帯⾎再⽣医療等の医療イノベー
ション、② 海洋微⽣物やコバルトクラスター等の海洋資源の発掘、③ 防災・減災技術の創
出、④ バイオマスリファイナリー技術の創出がある。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

598,918 317 505,899 383,579

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

250,316 113 141

46

210,559 94 172,403 112

173,166 53 122,195 66

843 名

研究国際部研究推進課

研究推進係　横⼭　啓⼦

088-844-8891

kk03@kochi-u.ac.jp

37,393 41 50,208

10,292

⾼知⼤学を核とする地⽅創⽣プラットフォームを構築する。地域コーディネータ ー（UBC）、
産学連携コーディネーター（UIC）やURAが調整役となって地域再⽣研究会を開催し、⾃
治体等と地域再⽣・課題解決及び雇⽤創出に資する連携事業を共創するとともに、地域の
技術開発や専⾨⼈材育成を強化する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

259,522

http://www.kochi-u.ac.jp/cersi/index.html
http://www.jimu.kochi-u.ac.jp/~soran/index.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 5,555 7 7,006 5

616,072 79 480,441 65

6,036 10 9,281 8

3

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 7 120 481 3 2,275

 実施等件数あたり

研究者あたり 15,160 240.6

特許出願件数 32 0.038

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 289 0.343

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

63

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 6

4 C08 有機⾼分⼦化合物等 5

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 15

2 A23 ⾷品・⾷料品等 6

7 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 2

8 G01 測定、試験 2

5 C07 有機化学 4

6 C02 ⽔、廃⽔、下⽔・汚泥の処理 3

9 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 1

10 B09 固体廃棄物の処理、汚染⼟壌の再⽣ 1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 4 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 1 843

1

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 1

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
IoPプロジェクト国際シンポジウム

イノベーション・ジャパン〜⼤学⾒本市 8⽉〜9⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

アグリビジネス創出フェア 11⽉
0 0 0 0

2 0 1 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 北陸先端科学技術⼤学院⼤学

世界や社会の課題を解決する研究に挑戦し、卓越した研究拠点を形成すると同時に、多様な基礎研究により新たな領域
を開拓、研究成果の社会還元を地域社会、産業界、教育・研究機関及び官公庁と連携を積極的に⾏う。

　基 礎 情 報

地域の「産・学・官・⾦」を巻き込んだ地域連動型イノベーション創⽣システム「Mａｔｃｈｉ
ｎｇ HUB」と共に地域の社会⼈教育を⽬的とした地域共創スクールを実施する。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

314,283 88 427,698 267,068

15％以上20％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

190,951 112 124

30

142,906 100 221,413 112

122,563 73 189,105 82 47

170 名

研究推進部研究資⾦戦略課

研究資⾦戦略課研究協⼒係　係⻑　⻲野　佳恵

0761-51-1910

sinkou@ml.jaist.ac.jp

20,343 27 32,308

5,387

・地域社会が抱える課題や産業構造の変化、技術⾰新による社会的ニーズの多様化を踏ま
えた産業界との連携の推進。
・本学シーズによる組織対組織の組織間共同研究の促進。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

252,785

https://www.jaist.ac.jp/ricenter/
https://www.jaist.ac.jp/ricenter/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 4,878 4 3,000 4

630,680 45 376,094 42

4,878 4 3,000 4

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 10 17 0 0 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 4,715 205.0

特許出願件数 28 0.165

産学連携本部が関与した共同研究 3

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 154 0.906

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

23

3 C07 有機化学 8

4 C08 有機⾼分⼦化合物等 6

1 H01 基本的電気素⼦ 20

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 9

7 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 3

8 C01 無機化学 2

5 G01 測定、試験 5

6 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 3

9 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 1

10 D01 天然・⼈造の⽷・繊維、紡績 1

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 11 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 13 13

11

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 0

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

9⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2020 -⼤学⾒本市-

Matching HUB Kanazawa 2020 11⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

e-messe Kanazawa 2020 11⽉
0 0 0 0

1 0 0 1受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位
中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝
担当者
TEL
Email
産連HP
シーズDB

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位
名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの
※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件
件

職務発明の帰属
特許権実施等件数
特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 宮崎⼤学

宮崎⼤学は、「世界を視野に 地域から始めよう」のスローガンのもと、⼤学の使命である社会貢献を果たすため、地域社会
や産業界が抱える諸課題の解決に向け持続的な産学官の連携を推進し、地域を始めとする我が国及び国際社会の発展
に寄与することを⽬指す。

　基 礎 情 報

宮崎⼤学は、地域の特質を活かし「⽣命科学分野」及び「環境保全、再⽣可能エネルギー、
⾷の科学分野」における重点領域研究プロジェクトを20選定し、異分野融合を軸とした産学
官連携を戦略的に推進している。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

602,656 325 943,250 478,053

10％以上15％未満 有 無 有 無
間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

202,086 145 164

64 34

171,326 123 192,540 141
84,697 62 89,801 77

847 名

研究国際部産学・地域連携課
⼭崎　勝也
0985-58-7951
sangaku@of.miyazaki-u.ac.jp

86,629 61 102,739

9,273

宮崎⼤学は、「組織」対「組織」によるオープンイノベーションの促進、地域資源・ノウハウ等を
最⼤限に活⽤した地域イノベーションの促進等について、重点的に産学官連携活動を推進
する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）
250,449

http://www.miyazaki-u.ac.jp/crcweb/
https://srhumdb.miyazaki-u.ac.jp/search?m=home&l=ja

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 36,369 32 27,743 33

1,038,429 194 897,097 179 37
44,777 50 33,860 48

15
専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他
実務担当者数 17 50 8,408 18 6,117

 実施等件数あたり
研究者あたり 2,526 30.8

特許出願件数 37 0.044

産学連携本部が関与した共同研究 2
内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 2

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 225 0.266

出願数上位技術分野（2019年公開）
順位 IPC 分野 件数

82

3 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 9
4 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 5

1 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 11
2 G01 測定、試験 10

7 A23 ⾷品・⾷料品等 4
8 H01 基本的電気素⼦ 4

5 C07 有機化学 5
6 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 4

9 C08 有機⾼分⼦化合物等 3
10 A62 ⼈命救助等 2

外部資⾦
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ＵＲＡ
名 社

各種規程類の整備状況 件
件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 9 インキュベーション施設
相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数
実務担当者数 0

3
産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 95,000
共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）
受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期
株式の取扱等規程、ポリシー

イノベーション・ジャパン　⼤学⾒本市

技術・研究発表交流会 9⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

みやざきテクノフェア 11⽉
1 1 0 0
0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 富⼭⼤学

重複組織を統合し、基礎研究⽀援から産学連携までを⼀貫して推進する「学術研究・産学連携本部」として発⾜。医薬
系分野での産学連携、医⼯連携拡充のため、医薬系キャンパスにオフィスを新設し、専⾨知識を持つURA、コーディネー
ターを配置した。

　基 礎 情 報

企業等との連携実績があるバイオ関連、材料分野に加え、全国的にもユニークな「都市デザイ
ン」、「芸術⽂化」分野において、企業との「組織対組織」連携を推進する。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

866,159 400 671,023 507,771

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

230,049 172 185

44

196,774 154 194,501 162

159,282 105 163,242 118

898 名

研究振興部研究振興課

成瀬　暁恵

076-445-6936

t-sangyo@adm.u-toyama.ac.jp

37,492 49 31,259

13,730

・企業等との共同研究費単価増⼤を図るための「積算・提案⽅式」の増加
・医薬系での知財収⼊拡⼤のための知財管理システム、発掘⼒の強化

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

242,773

https://sanren.ctg.u-toyama.ac.jp/
https://sanren.ctg.u-toyama.ac.jp/seeds_search/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 26,361 30 24,989 23

1,018,961 181 737,658 178 45

37,475 42 38,203 38

15

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 28 32 11,114 12 13,214

 実施等件数あたり

研究者あたり 15,684 101.8

特許出願件数 35 0.039

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 282 0.314

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

154

3 C07 有機化学 7

4 C22 冶⾦、鉄・⾮鉄合⾦等 5

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 26

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 16

7 H01 基本的電気素⼦ 3

8 C02 ⽔、廃⽔、下⽔・汚泥の処理 2

5 G01 測定、試験 5

6 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 4

9 A41 ⾐類 1

10 A47 家具、家庭⽤品等、真空掃除機⼀般 1

外部資⾦

9
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 5 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 11 82

16

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 5

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

８⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーションジャパン

JST新技術説明会 10⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

テクノトランスファーinかわさき 10⽉
0 1 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 宇都宮⼤学 地域イノベーション創出の知の拠点として、世界に通じる先端的研究および基礎的研究を基盤とし、独創的で学際的・分野

融合的な研究を発展させつつ、これらを産学官⾦連携のもとに社会実装し地域に還元する。

　基 礎 情 報

国際的ネットワークを有し世界的な拠点ともなっている光⼯学分野、ならびに農⼯融合によるス
マート農業⽤ロボティクス分野。レーザ制御技術、⾃⾛・マニュピュレータ技術に多数の特許を有
する。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

271,830 154 302,949 383,476

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

161,202 151 165

63

153,482 138 215,580 145

121,027 74 142,586 81

357 名

学術研究部　研究協⼒・産学連携課

福⽥　将

028-649-5019

kenkikaku@miya.jm.utsunomiya-u.ac.jp

32,455 64 56,538

5,746

地域企業や団体・機関と包括的に連携する産学官⾦連携、および県を跨ぐ広域的な産学官
連携。分野を横断する融合的な産業創出と地域への還元。地域産業活性に資するベンチャー
企業の創⽣ならびに育成。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

229,786

https://www.utsunomiya-u.ac.jp/activity/industry/
https://www.utsunomiya-u.ac.jp/docs/seeds_2020_10.pdf

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 13,288 10 29,341 10

306,323 61 316,981 51

17,124 14 32,501 15

5

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 21 17 3,836 4 3,160

 実施等件数あたり

研究者あたり 2,649 189.2

特許出願件数 15 0.042

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 169 0.473

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

14

3 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 4

4 C02 ⽔、廃⽔、下⽔・汚泥の処理 4

1 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 8

2 G01 測定、試験 6

7 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 3

8 H04 電気通信技術 3

5 G02 光学 4

6 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 3

9 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 2

10 B24 研削、研磨 2

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

#
B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 6 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 6 60

33

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン⼤学⾒本市

宇都宮⼤学コラボレーション・フェア 9⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

⼤学コンソーシアムとちぎ「学⽣＆企業研究発表会」 11⽉
0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 埼⽟⼤学 先端産業の創造・集積という⾸都圏埼⽟の課題の解決と関連⼈材の育成のため、地域の産学官⾦連携により、⽂理融

合科学研究・開発を推進、イノベーションを創出して地域活性を⾏う。

　基 礎 情 報

・⼤学が研究開発・事業化をインキュベーションする新たな産学官⾦共創ネットワークの構築
・共創の場における先端産業分野での研究開発、プロジェクトおよび実践的PBLの推進
・基礎研究から実⽤化・事業化まで⼀貫した研究開発管理体制

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

614,328 266 0 283,582

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

229,649 160 160

63 45

219,782 143 224,503 147

159,115 86 148,629 82

503 名

研究協⼒部研究推進課

松崎　正

048-858-3665

sangaku@gr.saitama-u.ac.jp

60,667 57 72,574

7,005

・本格的な「組織」対「組織」の産学官連携に向け、学内外の連携機関間の有機的な連携
を強化。
・⼈材の育成・活⽤やワークショップを通じて国際的研究者ネットワークを構築するとともに、海
外と地域の国際産学官連携クラスターの形成、GNT企業の創出を⽀援。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

228,515

http://www.saitama-u.ac.jp/coalition/
http://www.saitama-u.ac.jp/coalition/catalog/2018/html5.html#page=1

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 1,000 2 9,634 6

297,279 49 347,288 47

1,208 3 9,697 7

1

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 12 42 208 1 63

 実施等件数あたり

研究者あたり 11,767 159.0

特許出願件数 58 0.115

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 289 0.575

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

74

3 G01 測定、試験 12

4 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 10

1 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 15

2 H01 基本的電気素⼦ 15

7 B23 ⼯作機械等 5

8 C02 ⽔、廃⽔、下⽔・汚泥の処理 4

5 C07 有機化学 9

6 F16 機械要素・単位、機械・装置の効果的機能を⽣じ維持するための⼀
般的⼿段 6

9 G06 計算、計数 4

10 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 3

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ###

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 1 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 3 168

17

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 5

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2021.8.23〜2021.9.17

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーションジャパン2021

埼⽟⼤学産学交流会テクノカフェ 2021.11開催予定
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

彩の国ビジネスアリーナ2022 2022.1開催予定
2 2 0 0

0 0 2 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 福井⼤学 産学官連携本部を中⼼に、⺠間企業等との共同研究育成、知的財産管理、計測技術の提供等による企業⽀援を統合

的に⾏う。そのために産学官⾦⺠の柔軟な枠組みを構築し、産業や共同研究および知的財産の継続的創出を推進する。

　基 礎 情 報

・医学部における、地域医療連携の向上を⽬指しICTネットワークを⽤いたクラウド型救急医
療連携システムの研究開発、学⽣⽤電⼦カルテとして臨床実習の現場にマッチングした教育
システムである臨床教育⽀援システム（F.CESS)の⽤途展開
・産学官連携本部における、光学エンジンの⾼効率合波特性と⼩型化の両⽴を実現し、超
⼩型化エンジンの⽤途展開
・⼯学部における、Siデバイスに代わる今後の低炭素社会を⽀える基盤研究

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

596,722 318 1,064,829 981,013

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

217,173 178 190

52

169,668 145 173,678 158

143,709 103 125,682 106

617 名

研究推進課

吉本　博樹

0776-27-8881

rp-sangaku@ml.u-fukui.ac.jp

25,959 42 47,996

9,933

総合的に対応できる組織を構築し、地域において⼤学が開かれた存在であることを⽬指す。
ものづくり企業との連携はもとより、⾮製造業を含む広い裾野を持った連携の施⾏、地域社会
における直接的な課題解決に挑戦、共に試⾏錯誤する中から社会の発展に資する新しい価
値を創り出していくような活動に取り組む。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

207,429

http://www.hisac.u-fukui.ac.jp/
http://uradb.ura.u-fukui.ac.jp/strategicdb/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 64,177 20 77,914 20 36

319,078 60 369,813 107

70,585 31 78,391 29 46

9

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 27 23 6,408 11 477

 実施等件数あたり

研究者あたり 11,044 153.4

特許出願件数 62 0.100

産学連携本部が関与した共同研究 1

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 218 0.353

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

72

3 C08 有機⾼分⼦化合物等 10

4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 5

1 G01 測定、試験 22

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 12

7 C01 無機化学 4

8 G02 光学 4

5 D06 繊維等の処理︔洗濯︔可とう性材料等 5

6 H01 基本的電気素⼦ 5

9 D01 天然・⼈造の⽷・繊維、紡績 3

10 G06 計算、計数 3

外部資⾦

12 10

4
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 11 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 7 88

3

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 2

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

９⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
新技術説明会

ふくい知財フォーラム １１⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

FUNTECフォーラム １⽉
1 1 0 0

2 4 0 6受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 京都⼯芸繊維⼤学 「開かれた⼤学」として、その⾼度な専⾨的知識と技術を社会に還元し、地域の発展に貢献することは、⼤学の重要な役

割の⼀つであり、地域の産業界、団体、⾃治体等と共同研究や各種の研究会等を通して幅広く連携している。

　基 礎 情 報

⼤学の機能強化の⼀環として、本学の特⾊ある研究分野である、「デザイン・建築」「⾼分
⼦・繊維材料」「グリーンイノベーション」の各分野の世界⼀線級ユニットを誘致し、「デザイン」
を基軸とした分野融合型教育研究の展開を⾏っている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

344,690 159 219,492 300,646

15％以上20％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

202,895 145 154

42

196,287 140 194,336 148

164,243 101 153,382 106

299 名

研究推進課

廣瀬　響⼦

075-724-7038

ken-apply@jim.kit.ac.jp

32,044 39 40,954

4,963

⼤学全体の研究⼒及び産学連携機能の強化の⼀環として平成30年に設置した「産学公
連携推進センター」を中⼼に、これまで研究者個⼈と企業との関係により実施されていた共同
研究のみならず、「組織対組織」の関係による研究プロジェクトの⼤型化を⽬指す。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

204,126

https://www.liaison.kit.ac.jp
https://www.liaison.kit.ac.jp/liaison/db/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 33,860 29 38,676 44

337,464 97 266,741 106

39,244 43 44,930 57

13

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 10 30 5,384 14 6,254

 実施等件数あたり

研究者あたり 5,112 232.4

特許出願件数 94 0.314

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 197 0.659

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

22

3 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 11

4 C08 有機⾼分⼦化合物等 11

1 H01 基本的電気素⼦ 18

2 G01 測定、試験 16

7 C30 結晶成⻑ 3

8 H02 電⼒の発電、変換、配電 3

5 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 11

6 C07 有機化学 3

9 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 2

10 D01 天然・⼈造の⽷・繊維、紡績 2

外部資⾦

14
20 21

2

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
受
託
研
究
件
数

⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制

件数

100

10

1

32 34

66

12

3

1

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
共
同
研
究
件
数

⾦ 額

件数

100

10

1

特
許
権
収
⼊

百万円

特許保有件数 件

組織的産学連携活動

0

20

40

60

80

100

120

0 200 400 600 800 1000 1200



ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 8 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 8 37

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

6⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
JACI/GSCシンポジウム展⽰

NEXT関⻄イノベーション・マッチング 8⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

けいはんなビジネスメッセ2020Virtual 10⽉
1 0 1 1

0 0 5 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⼤分⼤学 本学がもつ教育，研究及び医療の成果を社会に還元し，社会との連携と共存を図り，その発展に貢献することを⽬的す

る。さらには地域との連携をより深化させ，社会にイノベーションをもたらすような「地域における知の創造」の実現を図る。

　基 礎 情 報

医療・福祉関連の機器開発に興味を持つ全ての⼈に情報提供を⾏なっている。その成果の
ひとつとして，後付け型の⾞椅⼦ストッパーが開発された。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

474,222 291 454,384 848,014

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

258,594 95 96

45 33

221,075 86 165,472 80

88,036 46 62,141 35

812 名

研究推進部産学連携課

池部　真理

097-554-7430

tiren@oita-u.ac.jp

133,039 40 103,331

9,599

理⼯学部，医学部，福祉健康科学部が連携し，県内企業との医療・福祉関連の機器開
発を推進する（医⼯連携）。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

192,312

http://www.ico.oita-u.ac.jp/
https://oita-u.info/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 20,564 22 12,510 25

425,115 122 324,794 117

23,946 41 18,222 42

16

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 21 39 3,382 19 5,712

 実施等件数あたり

研究者あたり 10,842 677.6

特許出願件数 30 0.037

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 142 0.175

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

16

3 G01 測定、試験 7

4 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 6

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 16

2 C01 無機化学 7

7 D01 天然・⼈造の⽷・繊維、紡績 3

8 F16 機械要素・単位、機械・装置の効果的機能を⽣じ維持するための⼀
般的⼿段 3

5 H02 電⼒の発電、変換、配電 5

6 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 3

9 H01 基本的電気素⼦ 3

10 C23 ⾦属質材料への被覆︔⾦属質材料による材料への被覆 等 2

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 4 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 2 406

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2021.8.23〜9.17

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2021〜⼤学⾒本市Online

課題解決EXPO 2021.6.30〜7.2
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

BioJapan2021 2021.10.13〜10.15
0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

9 C07 有機化学 2

10 C08 有機⾼分⼦化合物等 2

7 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 3

8 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 2

5 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 5

6 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 4

3 B25 ⼿⼯具、可搬型動⼒⼯具、マニプレータ等 10

4 A23 ⾷品・⾷料品等 5

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 22

2 G01 測定、試験 21

特許保有件数 382 0.503

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

125  実施等件数あたり

研究者あたり 16,279 130.2

特許出願件数 42 0.055

産学連携本部が関与した共同研究 1

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

12

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 15 51 212 12 3,858

実務者当たり研究者数 9,249 19 6,336 20

236,085 132 210,205 129

9,461 31 10,194 32

https://www.kagawa-u.ac.jp/faculty/centers/23894/
http://www.kards.kagawa-u.ac.jp/search/index.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

759 名

地域連携推進グループ

林　裕樹

087-832-1576

kenkyusenm@kagawa-u.ac.jp

48,719 53 55,545

10,830

⼤学が基幹技術を有して⾏う産学官連携の場合、国内外の⼤⼿企業との協働が多い反
⾯、地域企業が参画しづらい側⾯もある。今後はサプライヤーや新規参⼊等による地域企業
の参画を促すようなアプローチを重点化したい。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

190,181 140

56

143,285 128 165,537 125

94,566 75 109,992 69

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

165,133 140

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

⾹川⼤学では基礎研究から⽣まれる成果を⻑期的な視点で⼤学単独で権利化し、実⽤化
に向けた産学官連携を推進している。希少糖や光学センシング技術をはじめとする重点研究
推進分野では、その基幹技術について、多分野の産業界との協働及び拠点形成を実現して
いる。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

424,930 310 831,439 693,943

　基 礎 情 報

国
⽴ ⾹川⼤学

地⽅総合⼤学としての組織的な対応⼒強化と地域企業や社会還元に広く貢献することを最重要課題としている。技術
シーズの価値を最⼤化するため、従来ならば競合関係となり得る者同⼠であった企業間の橋渡し機能を本学が果たし、
オープンイノベーションを推進する。

外部資⾦

18
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

派遣

農林⽔産省「アグリビジネス創出フェア」 11⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

⾹川⼤学創造⼯学部「先端⼯学研究発表会」 1⽉
0 2 0 0

0 0 0 0受⼊

８〜９⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー 科学技術振興機構
「イノベーション･ジャパン2021 -⼤学⾒本市-」

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

⼤学発ベンチャー数 6 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 6 127

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 茨城⼤学 「知的財産を活⽤した社会貢献」を知的財産活動の基本理念とし、学術研究活動の成果である知的財産の創出と活⽤

をとおして社会の持続的な発展に貢献することにより、学術研究活動の更なる活性化を図る。

　基 礎 情 報

・無線・通信・画像処理分野
・ものづくりが関連する⾦属加⼯分野
・中性⼦線を⽤いた材料評価分野
・気候変動分野
・⾃動⾞関連分野

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

511,295 490 523,964 198,888

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

170,303 233 246

70

144,270 159 133,632 181

109,941 100 111,367 111

599 名

研究・産学官連携機構　研究・社会連携部　産学連携課

太⽥　宜宏

0294-38-5005

sanren@ml.ibaraki.ac.jp

34,329 59 22,265

7,215

・県内に研究・製造の拠点のある企業との連携強化
・県内の⼤学及び国研等との連携プロジェクトの推進

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

179,245

 http://www.iric.ibaraki.ac.jp/index.html
 http://info.ibaraki.ac.jp/scripts/websearch/index.htm

https://www.iric.ibaraki.ac.jp/sangaku/seeds.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 14,308 7 12,029 6

547,966 65 490,520 54

14,308 7 12,169 7

1

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 17 35 0 0 140

 実施等件数あたり

研究者あたり 1,336 89.1

特許出願件数 28 0.047

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 147 0.245

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

15

3 H02 電⼒の発電、変換、配電 7

4 H04 電気通信技術 7

1 H01 基本的電気素⼦ 11

2 G01 測定、試験 9

7 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 3

8 C07 有機化学 3

5 C23 ⾦属質材料への被覆︔⾦属質材料による材料への被覆︔
化学的表⾯処理︔⾦属質材料の拡散処理︔真空蒸 5

6 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 4

9 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 2

10 B23 ⼯作機械等 2

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 9 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 10 60

35

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 2

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 0

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

８⽉・９⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2021〜⼤学⾒本市Online

研究室訪問交流会 12⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

シーズ発表会 ３⽉
0 0 1 0

0 5 2 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位
中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝
担当者
TEL
Email
産連HP
シーズDB

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位
名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの
※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件
件

職務発明の帰属
特許権実施等件数
特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 佐賀⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

472,465 268 830,907 594,562

10％未満 有 無 有 無
間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

147,245 142 139

66 41

119,485 127 161,818 121
75,040 64 74,880 55

727 名

学術研究協⼒部社会連携課
松永　絵美
0952-28-8416
patent@mail.admin.saga-u.ac.jp

44,445 63 86,938

11,190

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）
176,926

www.suric.saga-u.ac.jp
https://researcher.admin.saga-u.ac.jp

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 7,237 17 1,584 11

420,779 133 358,804 119
14,247 38 6,485 34

23
専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他
実務担当者数 7 104 7,010 21 4,901

 実施等件数あたり
研究者あたり 5,129 135.0

特許出願件数 34 0.047

産学連携本部が関与した共同研究 0
内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 211 0.290

出願数上位技術分野（2019年公開）
順位 IPC 分野 件数

38

3 H01 基本的電気素⼦ 5
4 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 2

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 15
2 G01 測定、試験 7

7 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 2
8 C30 結晶成⻑ 2

5 B05 霧化・噴霧⼀般等 2
6 C07 有機化学 2

9 F25 冷凍・冷却、加熱と冷凍との組み合わせシステム、ヒートポンプシステ
ム、氷の製造・貯蔵、気体の液化・固体化 2

10 G06 計算、計数 2

外部資⾦

24
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ＵＲＡ
名 社

各種規程類の整備状況 件
件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 10 インキュベーション施設
相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数
実務担当者数 4 182

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数
有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無
共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）
受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8⽉23⽇〜9⽉17⽇

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期
株式の取扱等規程、ポリシー イノベーション・ジャパン2021

〜⼤学⾒本市Online

【地⽅創⽣︕南⽇本ネットワーク】
令和3年JST新技術説明会（オンライン） 9⽉28⽇

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

アグリビジネス創出フェア2021 11⽉頃
0 0 0 2
0 0 2 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 琉球⼤学 産学官連携と国際連携による組織的な連携を通じて多様な⼒を結集し、⼤学資源を有効に活⽤して、教育研究⼒をグ

ローバルに展開する

　基 礎 情 報

・亜熱帯・島嶼に関連する研究
（海洋，島嶼，⽂化多様性，⽣物多様性，健康，⻑寿，国際感染症等）
・観光科学

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

617,060 293 893,703 594,647

実績有割合無 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

146,177 116 125

83

116,587 103 115,706 116

59,781 29 57,711 33

1,008 名

総合企画戦略部　研究推進課

天願　翔太

098-895-8031

sangaku@acs.u-ryukyu.ac.jp

56,806 74 57,995

12,411

・国内外における⺠間等との共同研究件数、⾦額の向上
・知的財産の有効活⽤

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

128,688

https://iicc.skr.u-ryukyu.ac.jp/
https://iicc.skr.u-ryukyu.ac.jp/matching/seeds

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 149,526 18 23,631 19

892,340 181 921,583 166 35

181,940 46 37,862 37

18

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 6 168 32,414 28 14,231

 実施等件数あたり

研究者あたり 590 39.3

特許出願件数 12 0.012

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 78 0.077

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

15

3 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 2

4 A23 ⾷品・⾷料品等 2

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 11

2 C07 有機化学 3

7 H04 電気通信技術 2

8 B29 プラスチックの加⼯、可塑状態の物質の加⼯⼀般 1

5 E02 ⽔⼯、基礎、⼟砂の移送 2

6 H01 基本的電気素⼦ 2

9 C01 無機化学 1

10 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 1

外部資⾦

13 15

5 4
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 19 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 7 144

29

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

9⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2020 ⼤学⾒本市Online

第44回 沖縄の産業まつり 10⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

地⽅創⽣︕南⽇本ネットワーク 新技術説明会 12⽉
0 0 0 0

2 1 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 旭川医科⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

272,350 161 237,118 436,385

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

106,840 27 32

11

106,840 27 123,280 31

65,526 13 99,098 20

432 名

総務部研究⽀援課

嘉⾒　拓也

0166-68-2197

rs-sr.g@asahikawa-med.ac.jp

41,314 14 24,182

5,432

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

124,183

http://www.asahikawa-med.ac.jp/index.php?f=cooperation+cooperation

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 9,731 17 10,077 17

29,807 61 29,977 63

9,763 22 10,164 24

7

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 1 432 32 5 87

 実施等件数あたり

研究者あたり 1,546 193.3

特許出願件数 5 0.012

産学連携本部が関与した共同研究 1

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 53 0.123

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

8

3 G01 測定、試験 3

4 G02 光学 2

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 20

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 4

5 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 1

6 C07 有機化学 1

外部資⾦

13
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 1 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 1

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 秋⽥⼤学

第３期中期計画の中で「⼤学職員と地域企業等との連携を促進し，地域企業の研究・開発⼒向上に寄与するためにも，
学⽣も参加する産学連携推進による⼈材育成を⾏うとともに，社会⼈のキャリアアップやキャリアチェンジを⽀援する社会⼈学
び直しプログラムを実施する」として全学的に実⾏している。

　基 礎 情 報

創設以来の実績がある資源探査，リサイクル技術開発の実績を踏まえ，地球・資源分野の国
際的研究，津波や雪害に関する地域防災の研究などを推進している。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

430,950 260 295,387 774,355

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

87,869 82 107

44

72,920 71 96,325 97

60,970 49 56,358 51

651 名

地⽅創⽣・研究推進課

⽮⼝　玲

018-889-3011

sangaku@jimu.akita-u.ac.jp

11,950 22 39,967

9,852

⾼齢化先進県として，スマート社会，地域包括ケアの確⽴を⽬指した産学官医⾦のオール秋
⽥による体制整備を⾏うとともに，医療・福祉・看護・介護に関する医理⼯連携分野におい
て，オープンイノベーションの構築と推進を⽬標としている。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

111,284

https://www.akita-u.ac.jp/crc/
http://akitauinfo.akita-u.ac.jp/search?m=home&l=ja

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 30,650 29 12,871 23

337,462 134 315,454 128

34,689 42 35,026 42

13

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 13 50 4,039 13 3,178

 実施等件数あたり

研究者あたり 944 39.3

特許出願件数 33 0.051

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 229 0.352

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

24

3 C25 電気分解・電気泳動⽅法、そのための装置 8

4 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 7

1 G01 測定、試験 9

2 H01 基本的電気素⼦ 9

7 G02 光学 5

8 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 4

5 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 6

6 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 5

9 C22 冶⾦、鉄・⾮鉄合⾦等 4

10 C08 有機⾼分⼦化合物等 3

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

#
B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 4 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 2 326

5

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 0

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

9⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2020-⼤学⾒本市 Online

産学連携学会第18回⼤会（秋⽥⼤会） 11⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

北東北3⼤学　新技術説明会 3⽉
0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 北⾒⼯業⼤学 本学は、⼤学の使命である教育、研究および社会貢献に取り組み社会の発展に寄与します。また、産学官連携が社会と

の相互作⽤の原点であることを強く認識し、地域における知の拠点としての役割を果たします。

　基 礎 情 報

・環境・第⼀次産業や寒冷地関連の⼯学
・地域の⾃治体・公組織との連携

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

102,872 59 98,547 86,246

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

89,727 87 95

31

40,685 62 50,870 68

22,135 28 32,180 37

146 名

研究協⼒課

尾⾕　修⽃

0157-26-9152

kenkyu03@desk.kitami-it.ac.jp

18,550 34 18,690

2,439

・産業振興に向けたさらなる地域との連携
・地域との連携による⼈材の育成と定着

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

102,499

https://www.kitami-it.ac.jp/about/collaboration/
http://hanadasearch.office.kitami-it.ac.jp/、http://www.crc.kitami-it.ac.jp/seeds/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 0 0 0 0

44,780 13 49,063 16

0 0 2,145 1

1

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 4 37 0 0 2,145

 実施等件数あたり

研究者あたり 826 103.3

特許出願件数 13 0.089

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 83 0.568

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

8

3 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 1

4 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 1

1 G01 測定、試験 2

2 G02 光学 2

7 C02 ⽔、廃⽔、下⽔・汚泥の処理 1

8 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 1

5 B04 物理的・化学的⼯程を⾏なうための遠⼼装置・機械 1

6 C01 無機化学 1

9 C23 ⾦属質材料への被覆︔⾦属質材料による材料への被覆 等 1

10 C25 電気分解・電気泳動⽅法、そのための装置 1

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 4 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 3 49

13

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 1

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

８⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーションジャパン2020ー⼤学⾒本市

ビジネスEXPO北海道技術・ビジネス交流会 １０⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

アグリビジネス創出フェア2020 １０⽉
0 0 0 0

0 0 1 1受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 室蘭⼯業⼤学

産学官連携により本学の研究成果を積極的に技術移転し、これを社会へ還元する。これにより、本学の教育研究の社会
的付加価値を向上させる。また、産学官連携によって⽣ずる環境を活⽤して実践的な教育を推進し、社会の発展に貢献
できる⼈材を育成する。

　基 礎 情 報

建築、⼟⽊、化学、機械、航空宇宙、材料、電気、情報などの理⼯学全般。また、IoT、
AI、ロボットなどの最先端技術分野

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

107,120 63 188,491 201,984

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

67,904 88 84

34

56,719 77 85,144 76

36,817 36 61,301 42

172 名

研究協⼒課

加納　⼆郎

0143-46-5022

renkei@mmm.muroran-it.ac.jp

19,902 41 23,843

2,782

・企業との「組織」対「組織」による連携

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

96,395

http://www.muroran-it.ac.jp/crd/
http://www.muroran-it.ac.jp/crd/seeds/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 9,651 5 12,671 6

131,511 42 229,050 36

10,943 7 32,491 9

3 36

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 15 11 1,292 2 19,820

 実施等件数あたり

研究者あたり 1,532 510.7

特許出願件数 11 0.064

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 40 0.233

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

3

3 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 3

4 G06 計算、計数 3

1 C08 有機⾼分⼦化合物等 5

2 H04 電気通信技術 5

7 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 2

8 G01 測定、試験 2

5 C01 無機化学 2

6 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 2

9 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 1

10 A63 スポーツ、ゲーム、娯楽 1

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 3 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 1 172

1

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 0

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2020/9/28〜11/30

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2020〜⼤学⾒本市Online

2020北海道ビジネスEXPO 2020/11/5〜6
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 1 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 滋賀医科⼤学 医療分野を中⼼に、産（企業）、学（⼤学）、官（⾏政）が⽬標・⽬的を共有して、お互いの持ち分を最⼤限に発揮

できるようコーディネートし、社会に新しい価値を提供（イノベーションを創出）し、結果として外部資⾦を獲得する。

　基 礎 情 報

重点研究領域（アジアに展開する⽣活習慣病疫学研究、認知症やALSを中⼼とする神経
難病研究、カニクザル疾患モデルによる創薬研究など）のシーズ、附属病院の現場の医療
ニーズを活かした産学連携を推進する。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

386,480 210 263,737 691,624

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

51,562 66 70

17

51,562 47 89,635 51

39,442 36 69,638 34

583 名

研究推進課産学連携係

藤井　佳奈⼦

077-548-2284

hqsangaku@belle.shiga-med.ac.jp

12,120 11 19,997

5,869

医療ニーズを更に充実し、地域の⾦融機関との連携や助成⾦の共同申請により中⼩企業と
の共同研究を推進する。研究シーズについては権利化と内容の視覚化を進め、⼤型プロジェ
クトの構築を志向する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

91,635

https://www.shiga-med.ac.jp/research-and-collaboration/industry-university-government-colloboration

https://www.shiga-med.ac.jp/research-and-collaboration/industry-university-government-colloboration/seeds

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 12,281 48 20,851 26

477,360 144 445,307 104

18,999 58 20,950 38

12

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 10 58 6,718 10 99

 実施等件数あたり

研究者あたり 897 32.0

特許出願件数 22 0.038

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 113 0.194

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

28

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 4

4 C07 有機化学 2

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 23

2 G01 測定、試験 5

7 G09 教育、暗号⽅法、表⽰、広告、シール 1

5 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 1

6 B60 ⾞両⼀般 1

外部資⾦

28

5
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1 1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 1 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 3 194

8

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 1

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

10⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
BioJapan

メディカルジャパン ２⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

1 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 滋賀⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

136,509 154 33,018 93,988

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

60,585 32 23

2

58,985 28 79,374 21

52,985 26 72,574 19

236 名

産学公連携推進課

平吹 健

0749-27-1141

soc-coop@biwako.shiga-u.ac.jp

6,000 2 6,800

3,213

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

80,974

https://www.shiga-u.ac.jp/icr/
https://researchers.shiga-u.ac.jp/search?m=home&l=ja

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 7,683 3 3,920 2

51,766 13 37,125 12

8,183 4 3,920 2

0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 4 59 500 1 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 1 0.004

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 1 0.004

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0

1 G09 教育、暗号⽅法、表⽰、広告、シール 1

外部資⾦

1 1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 1 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

1 0 0 0

2 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 浜松医科⼤学 産学連携・知財活⽤推進センターが学内研究者・医師・医療従事者と企業・他⼤学・⾏政・⾦融・基幹病院との連携を強化

することで、医薬品・医療機器等の開発および実⽤化を⽬指し、⼤学として地域医療へ貢献する。

　基 礎 情 報

浜松医⼯連携研究会（浜松商⼯会議所）との連携により、地域企業と連携して医療機器や
介護・福祉器具の開発を進めている。例として、バイトガード、剥離⼦、リハビリ⽤具等が挙げられ
る。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

510,682

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

65,145 70 78

26

56,824 66 69,877 74

43,826 41 57,132 48

384 名

研究協⼒課

藤江　忍

053-435-2083

sangaku@hama-med.ac.jp

12,998 25 12,745

6,121

企業・他⼤学等との連携により、「光」「ものづくり」を医療に応⽤した新技術を継続的に開発およ
び事業化し、特⾊のある製品の創出を推進していくことを⽬指す。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

77,654

https://www.hama-med.ac.jp/about-us/mechanism-fig/medcollab-ip/index.html

https://www.hama-med.ac.jp/about-us/mechanism-fig/medcollab-ip//index.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 57,031 21 24,663 23

714,928 139 573,755 149

61,244 38 32,039 49

26

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 11 35 4,213 17 7,376

 実施等件数あたり

研究者あたり 2,867 114.7

特許出願件数 14 0.036

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 129 0.336

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

25

3 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 5

4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 5

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 22

2 G01 測定、試験 6

7 A41 ⾐類 1

8 C07 有機化学 1

5 G06 計算、計数 3

6 H01 基本的電気素⼦ 2

9 G02 光学 1

外部資⾦

22 19
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 3 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 2 192

5

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

7⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
ビジネスマッチングはままつ2020

おおた研究・開発フェア 10⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

産業振興フェアinいわた 11⽉
0 1 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

5 C08 有機⾼分⼦化合物等 2

3 G06 計算、計数 3

4 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 2

1 C07 有機化学 5

2 G01 測定、試験 3

特許保有件数 38 0.117

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0  実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 8 0.025

産学連携本部が関与した共同研究 1

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 2 163 0 1 0

実務者当たり研究者数 22,992 5 5,000 1

196,476 41 95,118 26

22,992 6 5,000 1

http://www.ocha.ac.jp/researchs/index.html
https://www.ics-com.biz/ocha_research/researches/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

326 名

研究・産学連携課

中井川　実夏

03-5978-5502

s-kenkyo@cc.ocha.ac.jp

8,745 9 8,538

4,681

産学官連携による教育・研究プロジェクトの推進を図る。
・SDGsを軸にした企業等との包括的連携を⾏う。
・ヒューマンライフイノベーション研究機構による⼈が⽣涯を通じて健康で⼼豊かに過ごすための
研究・開発、安全・安⼼な社会環境構築のための研究・開発を⾏う。
・研究コンプライアンスの推進のための活動を実施する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

54,949 36

5

62,161 42 52,998 34

53,416 33 44,460 29

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

62,861 44

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

ライフサイエンス、⼯学、情報科学を⽣活者の視点で横断する分野。
未来の⾷を開く、昆⾍⾷の開発研究等。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

265,000 238 469,000 177,998

　基 礎 情 報

国
⽴ お茶の⽔⼥⼦⼤学

外部資⾦

1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

派遣

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

4 0 0 0

4 0 0 0受⼊

８⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーションジャパン2020

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

⼤学発ベンチャー数 3 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 1 326

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備

⼥性活躍に⾼い関⼼を持つ複数の企業と共同で⼥性活躍促進連携講座を実施

⽬的：これまで⼥性⼈材の育成や⽀援
に取り組んできた現場の経験に基づ
き、⼥性からの視点を出発点とし、企
業の⽬線、⼥⼦学⽣の⽬線から⼥性活
躍促進を図るための課題を抽出し、連
携して、その課題を解決する。
概要：本講座では、企業における⼥性
活躍促進に関する取り組みについて、
企業担当者によるプレゼンテーション
を通じて学んだり、参加企業と学⽣の
ディスカッションを通じて、これから
の課題について考える。



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 奈良⼥⼦⼤学 奈良⼥⼦⼤学は⽂学部・理学部・⽣活環境学部の３学部を擁し、⼩規模ながら幅広い分野で個性的な研究を⾏っているこ

とに強みと特徴がある。このことから、機動的に地域社会に貢献できる学際的な研究の推進に取組んでいる。

　基 礎 情 報

⼈⽂科学から⾃然科学までの幅広い研究分野を網羅し、各々の特性を活かした連携を⾏って
いる。特に⽣活環境分野の研究は国⽴⼥⼦⼤学としての特徴を⽣かしたものであり、⽣活者の
視点からの科学に重点を置くものである。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

200,680 135 27,451 48,120

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

33,787 31 45

8

24,783 27 35,435 39

22,253 21 32,365 31

256 名

研究協⼒課

⼋⽊崇之

0742-20-3968

kenkyou@cc.nara-wu.ac.jp

2,530 6 3,070

3,680

⼥⼦⼤学としての最⼤の特徴であり、⽣活に密接に関りを持つ研究分野を対象とする⽣活環境
学分野の産学官連携活動を重点化するとともに、⼈⽂科学分野の視点や⾃然科学分野から
の視点を融合した学際的な研究を展開する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

40,909

http://www.nara-wu.ac.jp/liaison/liaison.html
http://koto10.nara-wu.ac.jp/scripts/websearch/index.htm

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 0 0 0

31,627 9 22,227 7

0 0 250 1

1

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 1 256 0 0 250

 実施等件数あたり

研究者あたり 411 137.0

特許出願件数 2 0.008

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 9 0.035

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

3

3 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 2

4 F24 加熱、レンジ、換気 2

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 3

2 C07 有機化学 2

5 D06 繊維等の処理︔洗濯︔可とう性材料等 1

6 G06 計算、計数 1

外部資⾦

1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8⽉〜9⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーションジャパン2021

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

1 2 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 福島⼤学 地域と共に歩む⼈材育成⼤学として、⾃由、⾃治、⾃⽴の精神に基づき、各教員の⾃主性に基づく多様な研究を尊重し

し、⾃然や社会に関わる課題の解決に積極的に取り組む。

　基 礎 情 報

本学では、「『２１世紀的課題』が加速された福島での課題」の解決に結びつく研究を重点研
究分野として指定し、研究費を重点配分する「ｆｏＲプロジェクト」を実施している。

令和２年度
①「環境放射能調査⽤⽔中ロボットの開発とイノベーション・コースト構想への貢献」
②「超⾼齢社会における「福島版ＭａａＳ」モデルの構築」

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

171,600 94 346,295 124,098

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

27,014 23 26

7

25,635 20 28,125 22

14,541 10 20,026 15

289 名

研究振興課

⿑藤　裕

024-548-5248

chizai@adb.fukushima-u.ac.jp

11,094 10 8,099

3,959

福島⼤学が進める研究活動の重点課題として「地域における課題解決に結びつく研究の強化」、
「２１世紀的課題を解決・克服するための研究⼒の向上」そして「学術の発展に寄与する基礎研
究の発掘・育成・強化」を掲げ、以下の５つの柱を研究推進戦略として定ている。 

○ 研究資源の効果的な配分
○ 地域・社会への研究成果のわかりやすい発信と情報共有
○ 若⼿研究者・⼥性研究者の育成と⽀援
○ 研究ネットワークの拡充

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

40,386

http://gakujyutu.net.fukushima-u.ac.jp/index.html
http://gakujyutu.net.fukushima-u.ac.jp/seeds/index.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 0 0 7,989 3

386,331 48 354,656 55

8,040 7 12,919 8

5

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 13 22 8,040 7 4,930

 実施等件数あたり

研究者あたり 537 9.0

特許出願件数 5 0.017

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 64 0.221

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

60

3 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 4

4 F16 機械要素・単位、機械・装置の効果的機能を⽣じ維持するための⼀
般的⼿段 4

1 H01 基本的電気素⼦ 6

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 5

7 H02 電⼒の発電、変換、配電 3

8 F03 液体⽤機械・機関、⾵⼒原動機、ばね原動機、重⼒原動機等 2

5 G01 測定、試験 4

6 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 3

9 B09 固体廃棄物の処理、汚染⼟壌の再⽣ 1

10 B24 研削、研磨 1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ###

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 1 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 5 58

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

10⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
令和２年度福島⼤学研究・地域連携成果報告会

メディカルクリエーションふくしま2020 10⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

ロボット航空宇宙フェスタふくしま2020 11⽉
0 1 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 和歌⼭⼤学 先端的・独創的研究を推進することを⽬指し、このため、重点領域を定めて、研究拠点の育成を図り、研究⾯における産

官学⾦連携活動を通じて、その成果を広く社会に還元することを⽬的とする。

　基 礎 情 報

産業創⽣や⾼い社会貢献が期待される研究である⾼機能⾞いす等のロボット⼯学、糖鎖応
⽤研究及びナノテクノロジー分野について、積極的に特許権を取得し産学連携活動を進めて
いる。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

162,940 106 54,425 57,698

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

32,415 35 37

17

22,177 28 28,703 29

14,877 11 12,297 12

286 名

研究・社会連携課

研究協⼒係　⽵⽥　美幸

073-457-7554

kenkyo@ml.wakayama-u.ac.jp

7,300 17 16,406

3,952

和歌⼭圏域の最も重要な財産である農林業と⾷、健康、環境に関わる事業の発展、⼈⼝
減少、⾼齢化の課題解決及び防災・減災に寄与する研究プロジェクトを推進する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

38,376

http://www.wakayama-u.ac.jp/cijr/
http://www.wakayama-u.ac.jp/cijr/seeds/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 3,478 3 10,275 6

53,860 32 59,385 36

3,930 5 11,105 8

2

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 17 17 452 2 830

 実施等件数あたり

研究者あたり 11,185 174.8

特許出願件数 12 0.042

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 93 0.325

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

64

3 G06 計算、計数 2

4 H01 基本的電気素⼦ 2

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 4

2 G01 測定、試験 4

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 1

8 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 1

5 H04 電気通信技術 2

6 B60 ⾞両⼀般 1

9 C30 結晶成⻑ 1

10 D06 繊維等の処理︔洗濯︔可とう性材料等 1

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 9 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

8

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 0

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

7⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
和歌⼭⼤学　産学官⾒学交流会

イノベーション・ジャパン2020－⼤学⾒本市 8⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

⿃取⼤学／和歌⼭⼤学合同ビジネス連携交流会 9⽉
1 0 1 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備

「新たな産学―社会連携時代の⼈材育成」



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⼤阪教育⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

121,030 99 32,033 220,573

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

15,036 5 6

1

108 1 7,153 3

0 0 7,044 2

260 名

学術部学術連携課

中村　信介

072-978-3217

kenkyo@bur.osaka-kyoiku.ac.jp

108 1 109

6,321

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

37,362

https://osaka-kyoiku.ac.jp/forcompany/renkei/sangaku.html
http://kenkyu-web.bur.osaka-kyoiku.ac.jp/scripts/websearch/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 20,277 3 1,942 2

21,727 6 6,978 8

21,277 4 4,754 4

2

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 2 130 1,000 1 2,812

 実施等件数あたり

研究者あたり 0 0.0

特許出願件数 0 0.000

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 9 0.035

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

3

1 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 1

外部資⾦

1

3
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⼀橋⼤学

本学は、①新しい社会科学の探求と創造、②国内・国際社会への知的・実践的貢献、③構想⼒ある専⾨⼈、理性ある
⾰新者、指導⼒ある政治経済⼈の育成、を研究教育の理念と位置づけ、この理念の下に、産学官連携を重要な使命の
⼀つと認識し、その充実に努めている。

　基 礎 情 報

⽇本の社会科学研究を先導する⼤学として、国内外の社会、経済、法制等における諸課題
の解決に資する研究や企業経営の⾰新に寄与する研究など、社会の改善に貢献する研究に
強みを発揮しているほか、課題解決へと導く理論的基盤である基礎・応⽤研究も得意として
いる。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

674,483 237 58,108 183,982

実績有割合無 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

20,864 3 7

1

20,864 3 30,338 6

20,864 3 27,071 5

456 名

総務部研究・社会連携課

江⽥　⼤輔

042-580-8058

res-ex.ml@ad.hit-u.ac.jp

0 0 3,267

5,777

社会の課題に的確に応えるため、研究成果の社会への還元を積極的に⾏うとともに、社会科
学の総合⼤学としての特⻑を⽣かしたイノベ―ションの創出を⽬指す。また、共同研究、受託
研究等により、本学の研究教育活動の基盤向上を図る。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

31,338

http://www.hit-u.ac.jp/academic/index.html
https://hri.ad.hit-u.ac.jp/?l=ja

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 11,780 7 18,070 10

72,320 20 82,671 30

17,280 8 18,070 11

1

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 6 76 5,500 1 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 6,880 6,880.0

特許出願件数 1 0.002

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 2 0.004

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

1

外部資⾦

1 1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 2 228

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東京学芸⼤学

外部資⾦獲得と、教員養成並びに教育⽀援職養成の強化と⾼度化を推進するために、近年、教員養成系⼤学としては
先導的に⼒を⼊れて、産学官連携の取り組みを進めている。特に今回の取り組みは、本学にプラットホームを構築し、企業
や公共組織、⼤学等との連携・共同の促進、教育に関わる「新事業の創出」の⽀援を狙いとしている。

　基 礎 情 報

附属学校をフィールドにした実践的な研究開発。
20以上の法⼈、複数の教育委員会が参加する「未来の学校みんなで創ろう。PROJECT」
の始動。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

249,999 154 59,229 48,994

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

16,739 26 35

8

15,518 23 22,442 30

10,847 13 19,387 21

436 名

財務・研究推進部　研究・連携推進課

⽯野　正⼈

042-329-7877

sangaku@u-gakugei.ac.jp

4,671 10 2,950

8,528

短期スパンで成果が上がる研究だけでなく、⻑期スパンで成果をあげる研究を産官学連携で
⽀えていく仕組みづくり

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

24,285

http://www.u-gakugei.ac.jp/~sngkrnki/index.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 0 0 0

16,679 9 253 2

54 1 55 1

1

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 4 109 54 1 55

 実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 0 0.000

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 2 0.005

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0

外部資⾦

1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 3 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 筑波技術⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

91,630 51 7,072 32,716

実績有割合無 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

10,110 4 10

2

9,120 3 11,545 6

9,120 3 11,545 4

119 名

聴覚障害系⽀援課

森⼭　友美

029-858-9339

kenkyo@ad.tsukuba-tech.ac.jp

0 0 0

2,442

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

13,131

https://www.tsukuba-tech.ac.jp/research/i_a_g_collaborations.html

https://www.tsukuba-tech.ac.jp/research/research_seeds.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 100 1 100 1

14,729 8 6,676 7

100 1 100 1

0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 2 60 0 0 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 1 0.008

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 4 0.034

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0

3 G01 測定、試験 1

4 G06 計算、計数 1

1 B29 プラスチックの加⼯、可塑状態の物質の加⼯⼀般 1

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 1

5 G09 教育、暗号⽅法、表⽰、広告、シール 1

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

1 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位
中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝
担当者
TEL
Email
産連HP
シーズDB

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位
名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの
※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件
件

職務発明の帰属
特許権実施等件数
特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⿅屋体育⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

39,000 28 0 50,783

10％以上15％未満 有 無 有 無
間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

3,820 7 15

4

3,820 7 11,811 15
1,600 4 8,771 11

65 名

学術図書情報課
⼭⼝　浩史
0994-46-4820
kokusai@nifs-k.ac.jp

2,220 3 3,040

1,350

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）
11,811

https://www.nifs-k.ac.jp/property/academia.html
https://www.nifs-k.ac.jp/property/researchers.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 1,000 1 216 1

9,690 11 11,923 11
1,583 2 2,846 5

4
専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他
実務担当者数 2 33 583 1 2,630

 実施等件数あたり
研究者あたり 0 0.0

特許出願件数 0 0.000

産学連携本部が関与した共同研究 0
内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 9 0.138

出願数上位技術分野（2019年公開）
順位 IPC 分野 件数

4

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 1

外部資⾦

4
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ＵＲＡ
名 社

各種規程類の整備状況 件
件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 1 インキュベーション施設
相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数
実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数
有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無
共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）
受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

12⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期
株式の取扱等規程、ポリシー

SPORTEC2021

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0
0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東京藝術⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

149,740 110 39,464 120,388

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

10,265 11 12

1

9,495 10 9,170 12

9,195 9 8,420 11

620 名

社会連携課

佐藤　和也

050-5525-2778

kenkyo@ml.geidai.ac.jp

300 1 750

4,999

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

9,170

http://sharen.geidai.ac.jp/index.html
https://seeds.geidai.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 13,445 9 9,500 8

86,066 44 67,630 39

15,307 15 14,615 12

4

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 12 52 1,862 6 5,115

 実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 6 0.010

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 20 0.032

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0

外部資⾦

3

1

7

1
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組織的産学連携活動
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 1 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 2 310

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8~9⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2021〜⼤学⾒本市Online

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⼩樽商科⼤学

全国唯⼀の国⽴商科系の単科⼤学として，⾃由な学⾵を尊び，優れた教育と研究並びにそれらの成果を活⽤した社会
貢献を使命とし，地域社会および国際社会の付託に幅広く応える「知の創造」に努め，⼈類社会の福祉と発展に寄与す
る。産学官連携は，⼤学の知の成果を社会へ還元する重要な活動であり，本学は⾼い透明性と公平性をもって積極的
に取り組む。

　基 礎 情 報

企業や起業志望者等に対し、本学ビジネススクール出⾝者を中⼼とする提携コンサルタントと
連携したビジネスサポートを実施しているほか、地域と連携した⼈材育成・研究、理⼯系⼤学
との⽂理融合型共同研究、⾷・医療・観光の各分野における専⾨⼈材育成を⾏っている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

67,470 49 56,837 19,637

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

2,900 3 7

6

2,850 2 6,852 6

0 0 0

126 名

学術情報課研究⽀援係

安達陽⼦

0134-27-5210

lib-kenkyu@office.otaru-uc.ac.jp

2,850 2 6,852

1,355

北海道の産業競争⼒を強化するため、産学官の連携や、北海道内の理⼯系⼤学との⼤学
間連携事業を推進する。また、地域の産業界や他⼤学、⾏政機関とより緊密な連携活動を
⾏うための⼈的ネットワークとしてビジネス開発プラットフォームの形成に取り組み、これらを活か
した地域経済の活性化や地域⼈材の育成を進める。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

7,352

https://www.otaru-uc.ac.jp/cgs/iag/
http://researcher.ih.otaru-uc.ac.jp/search/index.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 1,000 1 0

8,300 4 7,096 2

1,000 1 0 0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 8 16 0 0 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 0 0.000

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 0 0.000

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0

外部資⾦

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 14 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

3

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 0

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2021年7⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
北洋銀⾏ものづくりテクノフェア

ビジネスEXPO 2021年11⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

Matching HUB　Kanazawa 2021年11⽉
0 0 0 0

0 0 2 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 宮城教育⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

116,310 45 2,094 3,988

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

1,000 1 2

1,000 1 1,528 1

1,000 1 1,528 1

133 名

研究・連携推進課

⾼⽥　宏⾏

022-214-3640

kenkyo@adm.miyakyo-u.ac.jp

0 0 0

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

3,622

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 0 0 0

500 1 483 1

0 0 0 0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 0 0 0 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 0 0.000

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 0 0.000

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0

外部資⾦

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
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件
数

⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 上越教育⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

2,010

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

0 0 4

2

0 0 1,510 3

0 0 110 1

152 名

研究連携課

⾺場　光雄

０２５－５２１－３６１５

kensien@juen.ac.jp

0 0 1,400

3,144

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

1,797

https://www.juen.ac.jp/050about/053coop/030sangakukan/index.html

https://www.juen.ac.jp/050about/055kenkyu/050seeds/index.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 0 0 500 1

0 0 2,545 2

0 0 500 1

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 2 76 0 0 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 0 0.000

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 2 0.013

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0

外部資⾦

1

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
受
託
研
究
件
数

⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制

件数

100

10

1

2

1

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
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同
研
究
件
数

⾦ 額

件数

100
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1
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特許保有件数 件
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 愛知教育⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

85,466 77 460 2,701

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

1,500 1 3

1,500 1 1,650 2

1,500 1 1,650 2

207 名

学術研究⽀援課　研究⽀援係

⼩笠原　有⾹

０５６６－２６－２１１９

renkei@m.auecc.aichi-edu.ac.jp

0 0 0

5,387

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

1,650

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 0 0 0

876 4 785 3

0 0 0 0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 3 69 0 0 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 0 0.000

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 1 0.005

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0

1 H01 基本的電気素⼦ 1

外部資⾦

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
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件
数

⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制

件数
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 1 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 京都教育⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

52,600 42 19,129 3,150

実績有割合無 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

1,300 3 4

1

800 1 800 2

0 0 0 1

110 名

研究協⼒・附属学校⽀援課

⼩⻄　逸司

０７５－６４４－８８４６

kenshien@kyokyo-u.ac.jp

800 1 800

3,695

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

1,200

https://www.kyokyo-u.ac.jp/research/jutaku/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 0 0 0

750 1 600 1

750 1 600 1

1

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 1 110 750 1 600

 実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 0 0.000

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 0 0.000

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0

外部資⾦

1

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
受
託
研
究
件
数

⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制

件数

100

10

1

1 1

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 鳴⾨教育⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

59,710 48 380 17,305

実績有割合無 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

1,180 3 3

1

1,000 1 1,000 1

0 0 0

128 名

教務部学術情報推進課

⽊本　隆樹

088-687-6078

kenkyu@naruto-u.ac.jp

1,000 1 1,000

3,705

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

1,180

https://www.naruto-u.ac.jp/research/
https://matci.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 0 0 0

0 0 448 1

0 0 0 0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 2 64 0 0 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 0 0.000

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 0 0.000

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0

外部資⾦

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上
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産学連携担当部署の体制
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 政策研究⼤学院⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

141,306 40 475,258 61,576

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

878 2 2

500 1 500 1

500 1 500 1

84 名

学術国際課

学術⽀援担当　森園藍

03-6439-6088

gakujutsu7@grips.ac.jp

0 0 0

2,108

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

878

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 19,084 1 22,917 1

572,099 14 271,830 17

19,084 1 22,917 1

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 3 28 0 0 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 0 0.000

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 0 0.000

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0

外部資⾦

1

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
受
託
研
究
件
数

⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制

件数

100

10

1

1

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上
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数

⾦ 額

件数

100
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 0 1受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 兵庫教育⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

69,430 57 250

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

0 0 1

1

0 0 220 1

0 0 0

163 名

教育研究⽀援部研究推進課研究推進チーム

髙島　壮吉

0795-44-2249

office-kenkyu-t@ml.hyogo-u.ac.jp

0 0 220

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

220

https://www.hyogo-u.ac.jp/visitor/sgk/tieup_research/
http://hute-rd.hyogo-u.ac.jp/search/index.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 0 0 0

3,111 3 100 1

0 0 0 0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 1 163 0 0 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 0 0.0

特許出願件数 0 0.000

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 1 0.006

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

1

外部資⾦

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 2 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 北海道教育⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

121,255 193 7,343

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

0 0 2

0 0 150 2

0 0 150 2

347 名

総務部企画課

井上真⼆

011-778-0649

s-kenkyu@j.hokkyodai.ac.jp

0 0 0

7,259

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

150

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 0 0 0

2,559 4 4,192 5

0 0 0 0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 1 347 0 0 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 0 0.000

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 1 0.003

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0

1 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 1

外部資⾦

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上
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⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東京外国語⼤学
　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

492,711 179 27,874 636

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

329 名

総務企画部研究協⼒課

研究協⼒係　中村

042-330-5593

kenkyu-kenkyo@tufs.ac.jp

0 0 0

3,363

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

0

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 0 0 0

21,284 5 27,874 6

0 0 0 0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 6 55 0 0 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 0

特許出願件数 0 0.000

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 0 0.000

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

0

外部資⾦

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
受
託
研
究
件
数

⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制

件数
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特許保有件数 件

組織的産学連携活動
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

0 0 0 0

0 4 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備
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